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新たな電力システムへの対応としてネットワークの有効活用と安定供給、新たなビジネスの育成
に向けて、下記の項目について調査対象や調査内容を決定し調査を進める。

1.系統制約への対策

• 高い再エネのポテンシャルと系統制約の課題解決に向け、地域間連系線を含むNW増強の方針や検討状況について

• 新たな接続スキームによる既存設備での新エネ導入の可能性について

• 電力地産地消（地域マイクログリッド）の技術動向について

• 発送電分離や送電と配電の機能分化などについて

• 人口減少等の需要の減少とばらつきに対応するネットワーク形成について

2.系統脆弱性への対策

• レジリエンス強化の観点から、地域間連系の増強についての方針や検討状況、小規模安定電源（自営線を用いた地
域MG等）の活用について

• 小規模安定電源の優先接続について

3.エネルギーコスト削減と新規ビジネスの創出

• EMS、VPP、DR等、道内の高いエネルギーコストの削減に資する先端技術の技術動向について

• EMS、VPP、DR等の需要家側の災害時安定供給や省エネ・新エネ拡大への寄与について

• EMS、VPP、DR等を活用した新たなビジネス展開に必要な制度、市場の整備状況や今後の見通し

• 道内のビジネスモデルの構築を念頭に、道外における需給一体型の取組の分析と類型化（スマートコミュニティの
取組等を踏まえた、都市街区型や地域エリア型などその特性ごとの区分など）

○調査方針（①新たな電力システムへの対応に関すること）

◇調査方針

第2回懇話会資料から再掲
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1.需給一体型の新エネ活用促進

• ｢家庭｣：蓄電池との関連や平時と災害時の活用、VPPとの関連

• ｢大口需要家｣：ZEBとの連携、面的利用の可能性、熱への新エネ活用

• ｢地域｣：まちづくり･地域活性化との関連､道内各地域のエネルギー供給と需要の組み合わせ､地域の課題解決の視点など

• ｢レジリエンス｣：上記3点の具体例と関連しつつ北海道特有の課題、災害時供給に関しての優先順位の考え方など

• 事業者や自治体が取組み易いようにするため、実際の導入および運用に向け、人材確保や育成の観点で、課題例など

• さらなる導入促進に向けたインセンティブについての議論のための整理対象例
：地域MGに関する事例(石狩市､下川町､弟子屈町､東松島市など)､分散型エネルギーシステムのガイドブックなど各種文献

2.省エネのさらなる推進について

• 各種EMS技術の開発状況、エネルギーの見える化とその活用方法（熱の見える化含む）

• 北海道特有の省エネに向け、「家庭（ZEH）」「需要家（ZEB）」に関する本州との違いを整理
（電気・熱の不足（冬）や余剰（夏）の観点など）

• ZEBなど省エネ技術単体のみの調査ではなく、推進するための制度などの整理（ZEBプランナーなど）

• 省エネと新エネ導入を個別ではなく連携するための手法の調査
（省エネ報告など制度上の観点、改修時の新エネ熱源導入際の熱源容量の再検討など省エネと一体型の考え方）
対象例：東北や北海道の省エネに関する事例、「ZEBロードマップ」「設計ガイドライン」などの寒冷地適応技術

○調査方針（②需給一体型の新エネ活用促進に関すること）

前述の論点を踏まえ、新エネ導入拡大に向け「点から面へ」を意識し、下記の項目について調査
対象や調査内容を決定し調査を進める。

◇調査方針

第2回懇話会資料から再掲
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1.FIT後を見据えた新たなビジネスモデルの創出

• 道内事業者や需要家（家庭など）の参入障壁を低減するため、最新のビジネスモデルや事業スキームを整理

• 低炭素かつ安価な地産地消電源の継続・拡大に向けた需要家誘致など地域活性化の事例や手法の調査

• FIT切れ再エネによるCO2フリー水素の製造可能性（P2G）と地域課題の解決の両立に向けた事例・課題抽出

2.地域におけるエネルギー需要の創出について

• 地域特性にあわせた低炭素エネルギー供給という観点で、地域活性化や新たな産業を視野に入れた需要家（RE100などを視野に
入れた企業、人工光型植物工場やデータセンター等）の整理

• 北海道特有の水素需要の可能性（FCV,FCフォークリフト、災害対応見据えたFC導入、酪農・漁業における利用）の調査

3.導入拡大や事業拡大に向け必要となる技術開発について

• 2030年とその先を見据えた北海道における水素社会構築に向けた技術動向調査（道内輸送、道外輸送、エネルギー備蓄、寒冷地
利用など）、水素のビジネスモデル、物流（FCV・電化など）との関連性

※本調査については調査項目①～②における技術開発調査とも連携

4.事業推進に必要となる施策について（法整備、緩和などの提言案、国への要望等）

• FIP制度の元での太陽光風力事業者の参入推進に向けた課題抽出

• 洋上風力事業や水素事業の国内及び道内企業の参入について

• 北海道の水素製造ポテンシャルを最大限活用に向けた規制緩和などの必要性に関する整理

※本調査については調査項目①～②における法整備、緩和などの提言案、国への要望等も含む

○調査方針（③大規模新エネの事業環境整備に関すること）

前述の論点を踏まえ、将来の大規模な新エネ導入拡大に向け「出口の確保や貯蔵・移出」を意識し、
下記の項目について調査対象や調査内容を決定し調査を進める。

◇調査方針

第2回懇話会資料から再掲
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番号 調査項目 対応スライド

１⃣ 新たな電力システムへの対応に関すること

1. 系統制約への対策

1-1 高い再エネのポテンシャルと系統制約の課題解決に向け、地域間連系線を含むNW増強の方針や検討状況について 6

1-2 新たな接続スキームによる既存設備での新エネ導入の可能性について 7

1-3 電力地産地消（地域マイクログリッド）の技術動向について 8～9

1-4 発送電分離や送電と配電の機能分化などについて 10

1-5 人口減少等の需要の減少とばらつきに対応するネットワーク形成について 11

2. 系統脆弱性への対策

2-1 レジリエンス強化の観点から、地域間連系の増強についての方針や検討状況、小規模安定電源（自営線を用いた地域MG等）の活用について 6、8～9

2-2 小規模安定電源の優先接続について 7

3. エネルギーコスト削減と新規ビジネスの創出

3-1 EMS、VPP、DR等、道内の高いエネルギーコストの削減に資する先端技術の技術動向について 12

3-2 EMS、VPP、DR等の需要家側の災害時安定供給や省エネ・新エネ拡大への寄与について 13

3-3 EMS、VPP、DR等を活用した新たなビジネス展開に必要な制度、市場の整備状況や今後の見通し 14

3-4 道内のビジネスモデルの構築を念頭に、道外における需給一体型の取組の分析と類型化（スマートコミュニティの取組等を踏まえた、都市街区型や地域エリア型などその特性ごとの区分など） 15～16

２⃣ 需給一体型の新エネ活用促進に関すること

1. 省エネのさらなる推進について

1-1 各種EMS技術の開発状況、エネルギーの見える化とその活用方法（熱の見える化含む） 17

1-2 北海道特有の省エネに向け、「家庭（ZEH）」「需要家（ZEB）」に関する本州との違いを整理（電気・熱の不足（冬）や余剰（夏）の観点など） 18

1-3 ZEBなど省エネ技術単体のみの調査ではなく、推進するための制度などの整理（ZEBプランナーなど） 19

1-4 省エネと新エネ導入を個別ではなく連携するための手法の調査（省エネ報告など制度上の観点、改修時の新エネ熱源導入の際の熱源容量の再検討など省エネと一体型の考え方） 17～19、21

2. 需給一体型の新エネ活用促進

2-1 ｢家庭｣：蓄電池との関連や平時と災害時の活用、VPPとの関連 20

2-2 ｢大口需要家｣：ZEBとの連携、面的利用の可能性、熱への新エネ活用 21

2-3 ｢地域｣：まちづくり･地域活性化との関連､道内各地域のエネルギー供給と需要の組み合わせ､地域の課題解決の視点など 22～25

2-4 ｢レジリエンス｣：上記3点の具体例と関連しつつ北海道特有の課題、災害時供給に関しての優先順位の考え方など 26

2-5 事業者や自治体が取組み易いようにするため、実際の導入および運用に向け、人材確保や育成の観点で、課題例など 27

３⃣ 大規模新エネの事業環境整備に関すること

１. FIT後を見据えた新たなビジネスモデルの創出

1-1 道内事業者や需要家（家庭など）の参入障壁を低減するため、最新のビジネスモデルや事業スキームを整理 28

1-2 低炭素かつ安価な地産地消電源の継続・拡大に向けた需要家誘致など地域活性化の事例や手法の調査 29

1-3 FIT切れ再エネによるCO2フリー水素の製造可能性（P2G）と地域課題の解決の両立に向けた事例・課題抽出 30

2. 地域におけるエネルギー需要の創出について

2-1 地域特性にあわせた低炭素エネルギー供給という観点で、地域活性化や新たな産業を視野に入れた需要家（RE100などを視野に入れた企業、人工光型植物工場やデータセンター等）の整理 29

2-2 北海道特有の水素需要の可能性（FCV,FCフォークリフト、災害対応見据えたFC導入、酪農・漁業における利用）の調査 31

3. 導入拡大や事業拡大に向け必要となる技術開発について

3-1 2030年とその先を見据えた北海道における水素社会構築に向けた技術動向調査（道内輸送、道外輸送、エネルギー備蓄、寒冷地利用など）、水素のビジネスモデル、物流（FCV・電化など）との関連性 32～33

4. 事業推進に必要となる施策について（法整備、緩和などの提言案、国への要望等）

4-1 FIP制度の元での太陽光風力事業者の参入推進に向けた課題抽出 34

4-2 洋上風力事業や水素事業の国内及び道内企業の参入について 35

4-3 北海道の水素製造ポテンシャルを最大限活用に向けた規制緩和などの必要性に関する整理 36
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■基礎調査結果概要

主な調査対象：総合資源エネルギー調査会基本政策分科会再生可能エネルギー主力電源化制度改革小委員会資料及び中間とりまとめ（案）、電力レジリエンスWG中間とりまとめ、北
海道電力株式会社ヒアリング、広域系統整備委員会資料 など

国における議論の流れと方向性
 地域間連系線の増強及び費用負担に関する基本方針を以下の通り設定。（再エネ大量導入・次世代NW小委員会中間整理（第3次））

 胆振東部地震でのブラックアウトを踏まえた系統増強に関する議論を展開。（電力レジリエンスWG中間取りまとめ）

＜これまでの議論との関係＞：本道に豊富に賦存する新エネの道外移出は今後の道経済の大きな柱となる可能性。そのため、経済合理的なエネルギーシステム構築の検
証が必要。また、レジリエンスを高めることが可能な系統とする。（第二回・委員意見）

基礎調査概要１ １系統制約への対策 １-１高い再エネのポテンシャルと系統制約の課題解決に向け、地域間連系線を
含むNW増強の方針や検討状況について ２系統脆弱性への対策 ２-１レジリエンス強化の観点から、地域間連系の増強
についての方針や検討状況、小規模安定電源（自営線を用いた地域MG等）の活用について

○費用便益分析：連系線増強による3Eの便益（①安定供給強化、②価格の低下、③CO2排出量削減）を定量化すること。
〇系統増強費用：価格低下・CO2削減量の便益分については原則国民負担とし、安定供給強化の便益分については地域負担とする。また、全国負担分については、

FIT賦課金方式の活用も選択肢の一つとして今後詳細（適用条件）を検討。

○北本連系線について、新北本連系線整備後（合計連系容量60万kW→90万kWの増強後）の更なる増強及び既設北本連系線の「自励式」への転換の是非について、
広域機関において速やかに検討に着手する。
〇更なる増強（新々北本連系線）について、シミュレーション等により増強の効果を確認した上で、ルートや規模含め具体化を図る。

新々北本連系線の整備に係る便益評価
【分析手法】
 供給信頼度が確保されていることを前提として広域的
な取引による費用対効果を最大発揮する方法を採用。

 東北エリアでの大規模増強を回避するための、間接
オークション導入を踏まえた地内制約を考慮した運用
による地内の空き容量を最大限活用する前提で分析。

 具体手法としては、想定4ルート案について概算工事費
を算出し、広域メリットオーダーによる分析を実施。

項 目

増強規模 新々北本新設（30万kW増強）

工期 5年（着工～完了）＋1年（準備）

概算工事費 約464億円 ※共通経費除く

想定される効果 • 広域的取引拡大による効果

• 安定供給の観点から、必要供給予

備力の節減効果

• 稀頻度リスク発生時の停電量削減

費用 (C) 617億円※

便益 (B) 967億円（再エネ効果：54.1%）※

費用便益比 (B/C) 1.57※

想定ルート（北斗～今別ルート）

【結果と今後の方針】
 費用便益比から北斗～今別ルートが最有力案となっている。
 基本要件及び受益者範囲、実事案及び実施事業主体の募集等については広域系統整備委員会
にて議論。

※第42回広域系統整備委員会（2019年8月5日）時点の公表値
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■基礎調査結果概要

主な調査対象：総合資源エネルギー調査会基本政策分科会再生可能エネルギー主力電源化制度改革小委員会資料及び中間とりまとめ（案）、千葉方面における試行的取組の概要（東
電PG）、経済産業省資源エネルギー庁ヒアリング など

国における議論の方向性整理
 再エネ主力電源化のための既存系統を活用した方策として日本版コネクト＆マネージ（①想定潮流の合理化、②N－1電制、③ノンファーム型接続）を
実施し一定の成果を得たところ。 ※③ノンファーム型接続については、現在制度設計及び下記「試行的な取り組み」を実施中

 さらに系統増強が必要な場合については、これまで再エネ事業者からの要請に都度対応（プル型系統形成）してきたが、系統増強プロセスの長期化・
非効率性といった課題が顕在化している状況。

 今後再エネ電源を大量導入しつつ、国民負担抑制の観点からも電源のポテンシャルを考慮し、計画的に対応する「プッシュ型」の系統形成への転換に
向けた検討が必要。

○潜在的なアクセスニーズを踏まえた系統形成： ・一般送配電事業者が主体的に系統増強プロセスを提案し、効率的な系統形成を実現（一括検討プロセスの導入）
○再エネの規模・特性に応じた系統形成： ・洋上風力の特性を考慮したスキームの導入（再エネ海域利用法の成立・施行、促進区域の指定）

・小規模安定再エネ（中小水力、地熱、小規模バイオマス）への配慮（東北北部電源接続案件募集プロセスにおける優先接続）
○中長期のポテンシャルを見据えた系統形成： ・中長期的な系統増強の基本的視座の検討

・地域間連系線における費用便益分析の導入

＜これまでの議論との関係＞：経済合理的なエネルギーシステム構築の検証が必要。そのためには、まずは、既存系統を活用すべきではないか。そのために、現在国で
検討している制度整備の状況などの情報収集・整理が必要ではないか。また一方で、国等が行うNW形成計画に対し、小規模安定電源が優先的に接続されるよう要望して
いくことが必要ではないか。（第二回・委員意見）

既存系統活用の先行的な取組事例（試行ノンファーム接続）
 千葉方面の電力系統は「空き容量ゼロ」の状況であり、費用対効果の検討結果から系統増強が困難な状況→ノンファーム型接続について「試行的な取
り組み」を実施し、相応規模の系統接続量の把握を行っている（東京電力パワーグリッド株式会社、以下東電PG）。

 500万kWを新規に接続する場合、送電線の運用容量を上回る時間は年間の1%以下。→この1%のためにも設備増強（最大13年の工期と1,300億円の設備
コスト）するというのが従来ルールだが、出力抑制を条件に新規接続希望者を募る新たな取り組みをスタート。

 空き容量ゼロの系統であっても「系統接続混雑時は発電抑制される」リスクを事業者が同意することで新規の発電設備の接続が可能となる。

基礎調査概要 １ １系統制約への対策 １-２新たな接続スキームによる既存設備での新エネ導入の可能性
について ２系統脆弱性への対策 ２-２小規模安定電源の優先接続について

■試行的な取り組みの条件

【対象電源】
範囲内の基幹系統に連携される低圧事業用、高圧、特別高圧電源（2019年8月30日以
降）。
【接続の前提条件】
基幹系統が混雑した場合、全ての発電事業者に対して出力計画値に対して同一比率で
抑制する（但し、ローカル系統はノンファーム接続適用外）。

※出典：千葉方面における「試行的な取り組み」の概要（2019年8月9日東電PG）

今後、道南・道東・苫小牧エリアで開始される募集
案件プロセスにおいても同様の優先配慮の可能性。
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基礎調査概要１ １系統制約への対策 １-３電力地産地消（地域マイクログリッド）の技術動向について ２系統脆弱性への対策 2-1レジ
リエンス強化の観点から、地域間連系の増強についての方針や検討状況、小規模安定電源（自営線を用いた地域MG等）の活用について

■基礎調査結果概要

主な調査対象：地域マイクログリッドセミナー資料、睦沢町ヒアリング、分散型エネルギーシステム構築支援事業のうちエネルギーシステム構築事業資料、事業者ヒアリング など

項目 道内の既存配電網活用（マスタープラン段階：技術・法制度の課題の抽出検討開始） 自営線活用（災害対応や新電力を背景に事例あり：イニシャルコストに課題）

地域 石狩市 釧路市（阿寒）

※次項参照

鶴居村 上士幌町 東松島市（宮城県） 日置市（鹿児島県） 睦沢町（千葉県）

発電設備、

調整設備

太陽光発電、蓄電池 太陽光発電、バイオ

ガス発電、蓄電池

バイオガス発電設備、

蓄電池

バイオガス発電

設備、蓄電池

太陽光発電、非常用発電機、

蓄電池

太陽光発電、コジェ

ネ、

太陽光発電、太陽熱

温水器、コジェネ

設備容量 太陽光：7MW

風力：161MW

バイオマス：70MW

（上記は賦存量。地

域MG対象容量不明）

太陽光：1,880kW

バイオガス：25kW

蓄電池：260kWh

バイオガス：600kW バイオガス：

1,950kW

（上記は周辺の

計画地など合

計）

太陽光：459kW

発電機：500kVA

蓄電池：480kWh

太陽光：350kW

コジェネ：100kW

温浴施設への熱供給

太陽光：20kW

太陽熱：37kW

コジェネ：170kW

温浴施設への熱供給

需要家 湾港施設、湾港内倉

庫など

酪農家など 酪農家、公共施設 酪農家 住宅、集会場、病院、公共

施設

公共施設、温浴施設、

病院など

住宅、道の駅

調査の結果判明した課題など
 ブラックスタートの確保：大規模MGほど起動電源が必要①大規模高性能の蓄電池の導入②需要側をIoTで瞬時に制御可能とすることが技術的に必要
 安全性の確保：配電網活用の場合は需要家が不特定多数でありこれまでの変電所の故障検知が課題となる⇔自営線は特定多数
 まちづくりとの連携：災害時のみに注目すると事業費が大きい。BCP対策が可能なエリアの実現をメリットとし病院や重要施設などをそのエリアに集
約、人を集める機能やコミュニティ再生と関連付けることが重要（将来的には蓄電池・PCSが安価になっている可能性がある）

 ビジネスモデル：現段階では災害時の対応が主の検討であり、平時における事業者のビジネスモデル（経済的メリット）の検討状況の注視が重要
 国の地域MG構築支援事業（H31）：１２件中４件が道内で採択。各地域の課題抽出の他、以下の電気事業における基本的・重要な課題への対応への検
討が実施中。今年度末以降の検討結果の注視が重要（地域MGは基本的な課題検討が本年度から開始され、5～10年後に向けた制度・技術を検討）

ガスインフラが活用可能な地域で
は、コジェネの例が多い

バイオマスなど地域特有の再エネ
の導入を目指している

○保安の確保（停電地域への送電前の設備健全性の確認/設備故障の検出や公衆感電の防止など保安確保が必要)

○電力品質の維持(適正周波数維持/適正電圧の維持/開閉器により供給エリアを限定するため、系統復旧後の送電に支障をきたす可能性がある。
○電気設備の技術基準への対応(現行の分散型電源の運転は、系統連系か自立運転。既設配電線を介して電気を直接需要家へ供給する単独運転は「異常」に該当）

＜これまでの議論との関係＞：地域に自立型分散電源が普及することは重要だが、経済合理的なエネルギーシステム構築の検証が必要。自営線ではなく既存系統を活用
すべきではないか、また効率性から平時と非常時の需給調整者は分けて考えるべきではないか（国の制度・規制、技術的な課題の整理も必要）。 復旧と保安の責任の主
体など国の制度上含め慎重な議論が必要。道内フィールドの国の実証事業も参考となるのではないか。（第二回・委員意見）

将来的な地域MGの可能性
 技術的・制度的課題が解決されれば、将来的に、地域にノウハウが蓄積され、地域経済循環が生じ、人口減少下の持続可能な地域発展への寄与が期待
・再エネが配電網に多く接続されている、または、ポテンシャルが高く接続されうる地域
・他のインフラ（上下水道、道路など）と配電網の運営管理との合理化・相乗効果を図ることが可能な事業者
・一般送配電事業者の管理コストが高い地域など

上記は配電に係る制度設計（ライセンスの要件、
配電事業を行った場合の公平性の確保など）次
第であるため国の動きの注視が必要。
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項目
釧路市における地域マイクログリッド構築に

向けたマスタープラン作成事業
設置地域 北海道釧路市阿寒町地区

開始年度 （マスタープラン作成中） 事業主体 阿寒農業協同組合

地域特性
（旧阿寒町）

人口：6,401人

基幹産業：酪農、観光業、面積：739.25km2

選定理由 系統を活用したグリッド候補事例であり、レジリエンス対策、熱電併
給システムであるため。

エネルギー源 ①太陽光（FIT売電中）
②メタン発酵バイオガス発電（新設）
③蓄電池（新設）
熱利用の有無：無

規模 ①設備容量：1,880kW 年間供給量：ーMWh/年（発電）
②設備容量：25kW 年間供給量：ーkWh/年（発電）
③設備容量：260kWh

その他規模 エリア面積：2.86ha

事業スキーム・概念図など

レジリエンス対策 ・上位系の長時間にわたる系統事故による停電が生じた場合、単独部分系統とし、グリッド運用者がマイクログリッド独立運転を行う。

まちづくり計画など ・釧路市地域防災計画 地震災害等対策編 付加価値
波及効果

・酪農家の停電に対する不安の払拭。
・家畜排せつ物の適正処理とその有効活用を行う。

課題 ・系統活用にあたっての技術面と制度面に多
く課題が残る。

懇話会議論と
の関連

・系統を活用したグリッド形成の可能性検討事例。

出所：ecolomy公表資料

・地域マイクログリッド間相互連携
…阿寒地区全域での自律型地域インフラへの展開

・阿寒地区拡張型MG構成
…地域MG×10クラスター

・地域マイクログリッド間相互連系メリット
…平常時の系統運用負担軽減、非常時の電源確保

・系統解列…非常時に地域マイクログリッドクラス
ターを系統から解列

・需給調整①…再エネ電源による供給力に応じて各
需要家間の電力使用量制御

・需給調整②…各需要家の電力使用量に応じて再エ
ネ電源出力制御（蓄電池含む）

出所：釧路市住民基本台帳

（2019.12月末時点、阿寒地区・阿寒温泉地区の合算）

基礎調査概要１ １系統制約への対策 １-３電力地産地消（地域マイクログリッド）の技術動向について ２系統脆弱性への対策 2-1レジ
リエンス強化の観点から、地域間連系の増強についての方針や検討状況、小規模安定電源（自営線を用いた地域MG等）の活用について

平時のビジネスモデル（マネタ
イズするか）や（本実証におけ
る）災害時の既存網の管理など
は検討が始まった段階
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■基礎調査結果概要

主な調査対象：電力システム改革専門委員会資料、需給調整市場検討小委員会資料、持続可能な電力システムに関する小委員会資料 等

①需給調整市場の開設（送電網の広域化）
 新たなリソースが今後、電力市場に参入することで市場の活性
化が図られることを想定し、電力需給量のギャップ補填、需給
変動への対応、周波数維持等のための調整力（⊿kW価値＋kWh

価値）を取引する需給調整市場が2021年度に開設予定。
 調整力の運用には、一般送配電事業者の中央給電指令所からリ
アルタイムで制御信号を送る仕組みが必要であり、現状ではエ
リアごとに存在するためエリア内でしか運用できない。この仕
組みを広域化することで市場の活性化が期待。

＜これまでの議論との関係＞：新たなデジタル技術を活用した需給調整ビジネスが今後、進展する可能性がある。（第二回・委員意見）

②発送電分離への移行
 発電・小売の自由化に伴い、プレーヤーの多様化が進展。そ
れに伴い電力ネットワーク事業は高いレベルでの公平性・中
立性が求められている状況。他方、エネルギーの安定供給の
観点からは、発電・送配電は一つの企業が一元的に管理する
方が効率が良い。

 発電・小売事業と送電事業の兼業を禁止する「発送電分離」
を2020年4月より施行。

 資金調達や災害発生時を含めた安定供給の面におけるグルー
プの一体性の必要性等に鑑み、現状の「会計方式」から「法
的分離方式」へ移行。→安定供給の確保と中立性の両立を可
能とする。

基礎調査概要１ １系統制約への対策 １-４発送電分離や送電と配電の機能分化などについて

③配電事業のライセンス制度
 特定の区域において、主要系統と接続した既存設備の運用・管理によって、コ
スト効率化や地域レジリエンスを向上させる新たな事業者の参画を促すべく、
一般送配電事業者から譲渡または貸与された配電系統を維持・運用し、託送供
給及び電力量調整供給を行う事業者を配電事業者として位置づけ。

 その場合、配電事業者は特定エリアにおいて独占的にネットワーク運用する主
体となるため、そのエリアの安定供給や需要家利益を確保する主体としての適
格性を事前に審査の必要。

各エリアの一般送配電事業者（TSO）が公募により調
整力を調達

電源

B

TSO-A

電源

A

入札

電源

D

TSO-B

電源

C

入札
電源

F

TSO-C

電源

E

入札

TSOがエリアを超えて市場から
調整力を調達

C
B

TSO-A

需給調整市場

電源A

電源B 電源F

電源D

電源C 電源E

入札

入札 入札

現在 ２０２１年4月より【国議論内容の要点整理】

項 目 内 容

許可 経済産業大臣

主な

義務・

規制

事業休廃止の事前許可制、一義的な託送供給義務・電力量調整供給義務、

配電設備の接続義務、会計分離・行為規制、一義的な電圧・周波数維持

義務、電力広域的運営推進機関への加入義務、供給計画の作成及び届出義務、経済産

業大臣の供給命令に従う義務 等

該当者 民間企業、自治体、一般送配電事業者等の合併による配電事業者
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■基礎調査結果概要

主な調査対象：電力システム改革専門委員会資料、需給調整市場検討小委員会資料、持続可能な電力システムに関する小委員会資料 等

＜これまでの議論との関係＞：費用対効果・経済合理性を考慮した道内における次世代電力システムの在り方を検討する必要。（第二回・委員意見）

基礎調査概要１ １系統制約への対策 １-５人口減少等の需要の減少とばらつきに対応するネットワーク
形成について

【国議論内容の要点整理】

需要のばらつきに対応したNW形成の在り方
 今後、人口の減少に伴い需要が減少（特に北海道で
は、今後30年間で人口が25%程度減少の見込み）す
ることが想定され、送電鉄塔等の設備の老朽化につ
いても進展することが予想される。

 上記を想定した、需要側の分散リソースの有効活用
も含めた効率的な電力ネットワークの在り方の検討
が必要。

 具体的には、定量分析に基づく経済合理性等が確認
される前提で想定ケースごとに、送配電等の設備合
理化の検討が必要。

【送配電設備の合理化検討ケース①】

 人口減少により需要密度が低下する過疎地域では系統を今後既存規
模・レベルで維持できなくなる可能性。（B/C低下）

 再エネ、EV等の分散リソースを活用することで需給バランスを向上
できれば送電設備のスリム化を図れる。→維持コストの削減。

【送配電設備の合理化検討ケース②】

 一定の需要規模がある地域では、電気に加え、熱も合わせて大量の
分散型リソースを効率的に調整・制御するシステムの高度化が進展
した場合、系統のスリム化を図れる可能性。→維持コスト削減。

 EVやコジェネとの連動が想定される。



・1台あたりの出力6KW程度
・現状の道内台数：1,600台

→調整力ポテンシャル推計 8MW

・道の将来ポテンシャル推計 194MW※

（2030年）

※2030年の国の新車販売台数に占める割合
（25％）と最新の北海道の新車販売台数から

充電タイミングによる
調整（上げ・下げ）

・1台あたりの出力2.6KW程度
（定置用リチウムイオン）

・家庭用でも5～7kWの製品もある。
・道内台数の統計無し

→国のポテンシャルとしては650MW※

※経済産業省「逆潮流アグリゲーションの調
整力としての活用」2019.10

充放電による調整
（上げ・下げ）

・1台あたりの出力1～1.5kW程度
・現状の道内台数：30,269台※

→調整力ポテンシャル推計 45 MW

・家庭用で370～460L貯湯
・エコキュートの目標台数の設定はないが、
年々増加傾向にある。

※2016年度のオール電化住宅における導入台数
（北海道電力）

蓄熱タイミングによる
調整（上げ・下げ）

利用タイミングによる
調整（上げ・下げ）

・1台あたりの出力0.7kW程度
・現状の道内台数：892台以上※

→調整力ポテンシャル推計 624kW以上

・エネファームなどの目標台数の設定はな
いが、年々増加傾向にある。

※補助金交付台数のH21～H30の合計（燃料電
池普及促進協会）。全数の統計は無し。

国のポテンシャル推計

この他 CGS 道内のガスコジェネ 71MW(241件)※

※北海道ガスのガスコジェネ推移より。2018年度。
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■基礎調査結果概要

主な調査対象など：再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 中間整理2019.8、持続可能な電力システム構築小委員会中間とりまとめ2019.12、Ｈ29年度需要家側エネルギーリソース
を活用したバーチャルパワープラント構築実証事業費補助金実施状況報告、H30VPP実証報告、ERABガイドライン、関連セミナー など

調査の結果判明した課題など
 ERABの現状：国ではERABについて供給側の最適化の観点も含めて需給一体型の制御技術の構築が必要としており、現在、実証事業でVPP（9件）、V2G

（4件）に関するシステムの適正性や指令への応答時間が検証されている（2020年度まで）。
 効果など：実証にもよるが例として、「選抜したリソース群での実証ではkW,kWhともに高い上げ下げDRの追従が実現」、「系統に対する一定の制御
効果の確認」、「夕方帯においては蓄電池の容量に空きがある場合が多く、比較的大きな制御量・達成率で制御可能」など効果が上がっている。

 課題：一方で、全体を通して、「予測精度と指令に対する制御量、システム運用など」、「（制度上の）計量法、個別計測との調整」、「エネルギー
リソース毎の消費電力特性は異なるため使い分けが重要」「小規模リソース活用では市場でのマネタイズは厳しい」など課題も抽出されており、最終
年度である次年度の検討の注視が必要である。なお、リソースは蓄電池や照明の他、植物工場や自動販売機など様々なものが活用されている。

 下げDRはネガワット取引として実現しているが、上げDRについては、ヒートポンプ給湯器の蓄熱のタイミング、EV充電を控える、BTからの放電、 EV

タクシーを昼充電の代わりに安価に提供などが可能かについては実証が必要かつ、ライフスタイルの問題と関連するため普及啓発なども重要である。

＜これまでの議論との関係＞：10年先などの時間軸と考えられるが、VPP、DRは調整力として今後進展する可能性があり、様々な議論がなされている。需要側のアグリ
ゲーション（電化・熱・CGS・EVなど）がどうあるべきかも重要。（第二回・委員意見）

＜VPPに関する必要な検討事項＞
①リソース制御量を正確に把握するために必要な、より柔軟な電気計量を実現する制度の構築
②アグリゲーションビジネスやP2P事業について、具体的な事業者や事業行為の定義付けや必要な規律の具体化といった事業環境整備
③電力需要量を抑制することで生み出させる電力量（ネガワット）と需要側機器による系統への逆潮流量（ポジワット）の双方とも調整力として活用するための環境整備

基礎調査概要 １ ３エネルギーコスト削減と新規ビジネスの創出 ３-１EMS、VPP、DR等、道内の高い
エネルギーコストの削減に資する先端技術の技術動向について

道内の現状、将来目標により、
VPPリソースのポテンシャル
の検討が重要。道の都市部に
おいて、マネタイズするに十
分なポテンシャルとなるかは、
今後の市場取引や実証の内容
とこれらの定量的なポテン
シャルを組合せて検討する必
要。

事業名 実施者 主なリソース 事業費

早稲田大学VPP基盤整備事業 早稲田大学 基盤整備
0.3億円（H30)
0.6億円（H31)

バーチャルパワープラント構築に向けた
基盤システム研究開発・実証

東京電力PG、関西電力 基盤整備
1.0億円（H30)
1.0億円（H31)

関西VPPプロジェクト 関西電力他24社
1.1MW

蓄電池、エコキュート、EV、発電機、空調、
照明

8.1億円（H30)
9.0億円（H31)

オープンプラットフォーム型アグリゲー
ションビジネス実証事業

東京電力、日本電気、
Goal connect 他27社

12.3MW
蓄電池、エネファーム、EV、給湯器、発電機、

空調、照明

7.1億円（H30)
6.2億円（H31)

需要家側エネルギーリソースを活用した
バーチャルパワープラント構築実証事業

SBエナジー 他５社
2.1MW

蓄電池、発電機、EVPS、ポンプ
3.1億円（H30)
2.7億円（H31)

需要家側VPPシステム構築実証事業
ローソン、北陸電力、慶應義塾

大学

0.1MW
蓄電池、発電機、空調、

照明、ショーケース、ﾌﾞﾗｲﾝ冷却式氷蓄熱

0.4億円（H30)
0.9億円（H31)

多彩なエネルギーリソースをAutoDRシ
ステムにより統合制御するVPP構築実証
事業

アズビル、東京電力EP、JXTGｴﾈ
ﾙｷﾞｰ、日本工営

1.9MW
蓄電池、空調、CGS、ガス熱源、蓄熱

槽

0.5億円（H30)
0.6億円（H31)

アグリゲーションビジネス実現のための
VPP実証事業

エナリス、KDDI 他8社
3.4MW

蓄電池、空調、発電機、CGS

2.7億円（H30)
0.8億円（H31)

今後のERABを見据えた多様なエネル
ギーリソースによるVPP実証

中部電力、京都大学、
トヨタエナジーソリューション

ズ

1.2MW
自動販売機30台、EV、リユースバッテリー、
植物工場、発電機、蓄電池、空調、照明

- （H30)
1.9億円（H31)

九州Ｖ２Ｇ実証事業
九州電力、電力中央研究所

三菱電機
30kW
EV 5台

0.7億円（H30)
2.4億円（H31)

EVアグリゲーションによるV2Gビジネ
ス実証事業

東京電力、三菱自動車
日立ｼｽﾃﾑｽﾞﾊﾟﾜｰｻｰﾋﾞｽ、静岡ガス

102kW
EV17台

1.3億円（H30)
0.7億円（H31)

需要家特性に応じたV2Gアグリゲーター
実証事業

豊田通商、中部電力
10kW
EV 2台

0.2億円（H30)
1.1億円（H31)

東北電力V2G実証プロジェクト 東北電力
12kW
EV 6台

1.3億円（H30)
1.0億円（H31)

代表的なリソースの基礎諸元・国・道内の現状・ポテンシャル
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■基礎調査結果概要

主な調査対象：各自治体（横浜市、仙台市、小田原市、静岡市）のVPP関連WEBサイト など

調査の結果判明した課題など
 VPPのシステム構成と災害対策：蓄電池や貯湯槽付属のヒートポンプ給湯器、燃料電池、ガスコジェネなど調整力となるとともに災害対策になりうる
設備が多くある。

 自治体のVPPの取組：現在実証などで取組まれている、自治体VPPでは災害対策を意識したものが多く対象は避難施設である公共施設や複数の学校への
蓄電池導入。

 横浜市のVPP実証：小中学校（36校）に災害対応用に各蓄電池に最低3kWh程度の電力量を確保したうえで、蓄電池“群”のVPP運用を実施。東京電力が蓄
電池を保有し、平時は蓄電池を活用したDRとあわせた電力供給サービスを行う。区庁舎の実証では蓄電池と太陽光により災害時の対応を想定。

 普及拡大に向けて：「自治体VPP推進連絡会議」が2019年から立ち上がり、下表の自治体を中心に、VPP構築事業に取組む先進自治体の知見や課題等を
参加者間で共有し、多様な事業事例を情報発信、全国へ普及拡大を目指すとしている。課題などが今後抽出されていくと考えられるが、計量法や上げ
DR対応など、基本的な課題は前節のVPP実証の課題と同様と考えられる。

 避難施設である学校施設などは全国共通であるが、道内施設による災害時に必要な電力（体育館暖房など）と蓄電池の組合せ、高コスト化などは重要。

＜これまでの議論との関係＞：VPP,DRは調整力として今後進展する可能性。10年先を見据えて今から取組の検討が重要。非常時の考え方は優先順位をつけて最低限の供
給の検討が重要（第二回・委員意見）

蓄電池45kWh、太陽光30kW→

区本部を72時間維持する非常時の
最低限必要な設備：PC×10，TV×1、
FAX×1、携帯電話、コピー機

基礎調査概要 １ ３エネルギーコスト削減と新規ビジネスの創出 ３-2EMS、VPP、DR等の需要家側の
災害時安定供給や省エネ・新エネ拡大への寄与について

事業名 実施者
主なリソース

小中学校、区役所への蓄電池導入
通常の電力供給と非常時の電源保
障を条件とした事業者選定

横浜市

学校59か所
10kWh／15kWh

区役所1か所
15kWh×3台

東日本大震災後に市が設置した蓄
電池を活用した実証事業

仙台市
東北電力

学校15か所
10kWh

小学校へのPV・蓄電池導入 小田原市
学校7か所

10kWh

小中学校への蓄電池導入VPP・電
力供給との一体提案による事業者
選定

静岡市
学校80か所

10kWh

小中学校の蓄電池をVPPで活用。
平時の経済的利用による省エ
ネとBCP電源としての蓄電池容
量確保

自治体VPPの取組例
横浜市VPP実証
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■基礎調査結果概要

主な調査対象：需給調整市場検討小委員会資料、制御量評価WG各種資料、事業者ヒアリング など

調査の結果判明した課題など
 VPPなどに係る、ビジネス的に重要な需給調整市場、各DER有効活用には電力量の計測が必要となるが現行の計量法との兼ね合いが課題。
 需給調整市場：⊿kW価値の取引を行う市場であり、2021年度から三次調整力が開始予定。VPPの利益性確保に重要となる主な稼得場所である。ビジネ
スとしてマネタイズするか運用と単価の動向が重要と考えられる。

 計量法：現状では、送配電会社が原則1つの計量器で計量し、託送システムで計算する。VPPの実施の場合、計量点やその運用が課題となる。

機器点計測（受電点以外での計測）を認める場合に整理すべき課題
１．不正行為の防止策不正行為を防止するため、メーターの仕様や設置方法はどうすべきか。
２．電気事業法、計量法、託送供給約款上の整理個別計測を採用した際、電気事業法、計量法、託送供給約款上の課題はないか。
３．個別計測から得られるデータの取扱個別計測に用いる計量器で得られるデータは誰が収集するか。

＜これまでの議論との関係＞：国内外ともビジネスとして商用化されておらず、足下も踏まえた本道への適用可能性の検証が必要。国の制度・規制の整理も必要。（第
二回・委員意見、議論を踏まえた論点）

需給調整市場の動向（三次②）
• VPP（DR）の参画が有望視されている商品区分
• 簡易指令システムの場合は1MWから入札可能→事業規模が重要

基礎調査概要 １ ３エネルギーコスト削減と新規ビジネスの創出 ３-3EMS、VPP、DR等を活用した新
たなビジネス展開に必要な制度、市場の整備状況や今後の見通し

「次世代技術を活用した新
たなプラットフォームの在
り方研究会」において、需
要家保護の確保を図りつつ、
柔軟な電気計量制度の導入
の必要性について課題提示
→今後、制御量評価WGに
おいて引き続き関連する委
員会等の状況を注視し議論
を進めるとしている、

市場整備状況と今後の見通し

家庭用電気の取引：送配電会社が
原則1つの計量器で計量し、託送
システムで計算する

この場合VPPプラットフォームのよ
うに上げ・下げDRともにあり、単価
も異なる場合、システムの運用が課
題となる

現行の制度においては、機器点
に設置する電力量計は検定済み
計量器である必要がある

事業者による検定済み計量器の設置
→コスト面の課題

小規模リソース全てに計量器設置
→物理的なスペースの課題

電力の価値によって市場が異なる

• 容量市場：kW価値（発電することができる能力）国全体で必
要となる供給力の取引

• 卸電力市場：kWh価値（実際に発電された電気）計画値に対し
て不足する電力量の取引

• 需給調整市場：⊿kW価値（短時間で需給調整できる能力）
ゲートクローズ後の需給ギャップ補填、30分未満の変動対応、
周波数維持のための調整力の取引

計量法についての現状と見通し



型 事業名 地域 リソース 需要家 エネルギー源

公共

施設型

株式会社NTTスマイルエナジー／オムロンソーシアルソリューションズ株式会社によ
る舞鶴市庁舎及び周辺公共施設群地域マイクログリッド構築支援事業

舞鶴市（京都府） 蓄電池 ー 太陽光

小中学校、区役所への蓄電池導入
通常の電力供給と非常時の電源保障を条件とした事業者選定

横浜市 蓄電池 ー 太陽光

東日本大震災後に市が設置した蓄電池を活用した実証事業 仙台市 蓄電池 ー 太陽光

小学校へのPV・蓄電池導入 小田原市 蓄電池 ー 太陽光

小中学校への蓄電池導入
VPP・電力供給との一体提案による事業者選定

静岡市 蓄電池 ー ー

需要家特性に応じたV2Gアグリゲーター実証事業 豊田市 EV、EVPS ー ー

日置市における地産地消型エネルギー利用のためのコンパクトネットワーク構築事業 日置市（鹿児島県） ー 公共施設、温浴施設など
太陽光、ガス
CGS

独立型

（再エネ

活用型）

川崎重工業(株)による神戸市人工島地域マイクログリッド構築事業 神戸市（兵庫県） 蓄電池 ー 太陽光など

株式会社海士パワーによる海士町エネルギートープ「離島自立型マイクログリッド構
築事業」

海士町（島根県） 蓄電池 ー
風力、
太陽光

安本建設株式会社による瀬戸内離島周防大島のレジリエンスを強靭化する、スマート
アイランドマイクログリッドプロジェクト

周防大島町（山口県） 蓄電池 ー 太陽光

株式会社ネクステムズによる宮古島市来間島における地域マイクログリッド構築に向
けたマスタープラン策定事業

宮古島市（沖縄県） 蓄電池 ー 太陽光

店舗型 需要家側VPPシステム構築実証事業 東電、関電管内
要冷、空調、冷温水熱源機、照明、蓄
電池、太陽光発電、氷蓄熱システム

ー ー 15

■基礎調査結果概要

調査の結果判明した事項・課題など
 第二回懇話会で提示した需給一体型モデル類型について、国のVPP実証、自治体VPP例、地域MGのマスタープランなどを分類した。需要家やVPPによっ
ては地方エリア型と都市型のはっきりとした境界がないものも一定数想定される。再エネ活用型については、離島などが多いため「独立型」を位置づ
けた。また、実証ではリソースは植物工場（空調・照明など）や自動販売機、ショーケースなど多様なものが想定されている。

基礎調査概要 １ ３エネルギーコスト削減と新規ビジネスの創出 ３-4道内のビジネスモデルの構築を念
頭に、道外における需給一体型の取組の分析と類型化（スマートコミュニティの取組等を踏まえた、都市
街区型や地域エリア型などその特性ごとの区分など）

都市街区型
 想定される地域
 札幌や旭川などの都市部

 想定されるリソース
 コジェネ
 ＢＥＭＳ
 家庭蓄電池・ヒートポンプ

公共施設型
 想定される地域
 道内全域

 想定されるリソース
 太陽光発電
 蓄電池

地域エリア型
 想定される地域
 振興局所在地と管内町村

 想定されるリソース
 食品工場（空調等）
 冷凍倉庫

店舗型
 想定される地域
 道内全域

 想定されるリソース
 店舗の空調、照明、冷蔵庫

独立型（再エネ活用型）
 想定される地域
 離島・送電網の脆弱地域

 想定されるリソース
 太陽光発電・風力発電
 蓄電池

＜これまでの議論との関係＞：国内外ともビジネスとして商用化されておらず、足下も踏まえた本道への適用可能性の検証が必要。国の制度・規制の整理も必要。 （第
二回・委員意見、議論を踏まえた論点）



型 事業名 地域 リソース 需要家 エネルギー源

地域
エリア型

ＪＡ阿寒による釧路市における地域マイクログリッド構築に向けたマスタープラン作
成事業

釧路市 蓄電池 酪農家など
太陽光、
バイオガス

株式会社karchによる上士幌町地域マイクログリッド構築マスタープラン作成事業 上士幌町 蓄電池 酪農家など
太陽光、
バイオマス

住友電気工業株式会社による石狩市石狩湾新港エリアにおける地域マイクログリッド
構築に向けたマスタープラン作成事業

石狩市 蓄電池
港湾施設、近隣港湾関連
企業施設（予定）

太陽光

真庭バイオマス発電（株）を中心とした木質バイオマス・太陽光の地産発電設備を活
用した真庭市マイクログリッドの構築に向けたマスタープラン等作成事業

真庭市（岡山県） 蓄電池 ー
太陽光、
バイオマス

SGET芦北御立岬メガソーラー合同会社による芦北町における地域マイクログリッド構
築に向けたマスタープラン作成事業

芦北町（熊本県） 蓄電池 ー 太陽光

株式会社アドバンテックによる鶴居村（下雪裡・鶴居地域）マイクログリッド構築に
向けたマスタープラン作成事業

鶴居村 蓄電池 酪農家、公共施設 バイオガス

合同会社チュラエコネットによる竹富町地域マイクログリッド構築に向けたマスター
プラン作成事業

竹富町（沖縄県） 蓄電池 ー 太陽光

東松島市スマート防災エコタウン電力マネジメントシステム構築事業 東松島市（宮城県） 非常用発電機、蓄電池
住宅、集会場、病院、公
共施設

太陽光

むつざわスマートウェルネスタウンにおける地元産ガス100%地産地消システム構築
事業

睦沢町（千葉県） ー 住宅、道の駅
太陽光、
太陽熱、
ガスCGS

都市

街区型

関西VPPプロジェクト 関西エリア
HEMS、BEMS。FEMS、エアコン、
家庭用HP給湯器、EV・PHV、産業
用・家庭用蓄電池、PV

ー ー

オープンプラットフォーム型アグリゲーションビジネス実証事業
東電管内を中心とする
全国

産業用・家庭用蓄電池、自家発電、空
調、照明、エネファーム、EV

ー ー

需要家側エネルギーリソースを活用したバーチャルパワープラント構築実証事業
九電管内、東電管内一
部

太陽光発電遠隔制御装置、蓄電池、
EVPS、アグリゲーションシステム、
制御ユニット

ー ー

多彩なエネルギーリソースをAutoDRシステムにより統合制御するVPP構築実証事業 東電管内 蓄熱槽や熱源、EV、蓄電池 ー ー

アグリゲーションビジネス実現のためのVPP実証事業
東電、関電、九電、中
部電管内

産業用・家庭用蓄電池、自家発電、電
気温水器

ー ー

地域エリ

ア型・都

市地域型

九州Ｖ２Ｇ実証事業 九州エリア EV、EVPS ー ー

EVアグリゲーションによるV2Gビジネス実証事業 静岡、愛知 EV、EVPS ー ー

東北電力V2G実証プロジェクト 仙台市 EV、EVPS ー ー

今後のERABを見据えた多様なエネルギーリソースによるVPP実証 中電、関電管内
自動販売機、蓄電池、PHV、植物工場
（空調・照明）、PV、発電機

ー ー 16

■基礎調査結果概要

基礎調査概要 １ ３エネルギーコスト削減と新規ビジネスの創出 ３-4道内のビジネスモデルの構築を念
頭に、道外における需給一体型の取組の分析と類型化（スマートコミュニティの取組等を踏まえた、都市
街区型や地域エリア型などその特性ごとの区分など）
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■基礎調査結果概要

主な調査対象：エネルギー自立と地域づくり～北海道下川町のチャレンジ～（下川町）、（株）エネットWEBサイト、電気保安協会WEBサイト、当社カーボンマネジメント事業などに
関する知見 など

調査の結果判明した課題など
 見える化の現状：公共施設など需要家において電気・熱などエネルギーデータを見える化し、活用している例は増えてきていると考えられるが、特に
地方部においては進んでいない（本来は時間別の需要データによる分析が必要だが、日報・月報レベルでも未活用な事例が多い）と考えられる。

 電気の見える化：スマートメータの普及とともに、北海道の電気保安協会では各需要家の受電盤に設置されるスマートメータを活用可能な「エネビ
ス」が開始（月額3,000円）。時別の見える化と分析により省エネが期待される。また、効果としては、単一建物の効果だけでなく、地域におけるエネ
ルギー供給事業の検討にも効果が期待される。例としては、①面的エネルギーシステム構築の際の負荷特性の把握や負荷の重ね合せ、②地域エネ事業
の収支分析の精度向上、③これらのスピードアップ、④非常時に必要な設備導入計画や運転計画 など。

 見える化・EMSの変遷：単なる見える化と運用改善のみでも6～7％の省エネに成功した例（北海道科学大学など）もあり低コストでの改善も可能と考
えられる。近年ではスマートメータとAIの連携による、見える化・自動省エネ診断が可能となったものも開発されている（ Enneteye（（株）エネッ
ト））。見える化したデータの分析や運用改善には専門的知識・人材教育が必要だが、最新技術を活用することによるカバーも可能と考えられる。一
方で、測定点数が少ない中小規模施設では、機能が若干少なくとも安価で導入しやすいものが必要だが機器としてのラインナップは現状少ない。

 熱の見える化：公共施設などで既設の熱の見える化や管理を実施出来ている例は少なく、日報管理は一部の施設のみかつ有効な活用がされていない。
また月報についても消費量ではなく給油量のみの管理が実情と考えられる。熱源設備更新時の過大導入を防ぐためや、適切な再エネ熱源の導入には寒
冷地では特に重要であるが、計測には積算熱量計（比較的高コスト）か油量計の計測が必要であり、EMSに組込むと高コスト化しやすい場合もある。
海外と国内の例を下記に示す。

＜これまでの議論との関係＞：エネルギーの見える化などの取組は重要。電気についてはスマートメータなどで時間単位の分析が今後進むのではないか。また、熱の見
える化も重要。（第三回・委員意見）

基礎調査概要２ １省エネのさらなる推進について １-１各種EMS技術の開発状況、エネルギーの見える化とその活用
方法（熱の見える化含む）

Enneteye（2019年度省エネルギーセンター主催の省エネ大賞で経済産業省大臣賞）熱に関するスマートメーターの海外の利用

デンマークの熱計測ソリューション企業：Kamstrup（カム
ストロプ）
※デンマークは第4世代地域熱供給の普及先進国として知
られる。
・デンマーク第2の都市オーフスにおいて5,600ヶ所の熱量
計をスマートメーターに交換したところ、一日に約100

㎥もの温水の節約＝省エネにつながったとのこと。デー
タはインターネット上での確認が可能。

下川町や岩手県紫波
町の地域熱供給では
料金請求用や需給管
理用として設置して
いる

水道メーターのスマート化
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■基礎調査結果概要

主な調査対象：ZEBロードマップフォローアップ検討会資料、ZEH・ZEB実証事業調査報告会資料、都道府県エネルギー消費統計、関連団体・事業者ヒアリング など

調査の結果判明した課題など
 エネルギー消費の現状：最終エネルギー消費が微減しており、建築物の原単位なども若干の減少傾向、家庭では減少傾向後近年横ばいにあり、省エネ
のポテンシャルは残されていると考えられる。

 既設建物改修：省エネ法の事業者クラス分け評価制度（2015年～）では、道内では道内のSクラスは若干減少傾向。この内地方公務は60者中Sが19者。
全国ではSが若干の減少、Bが若干の増加傾向。業務部門5,500事業者のうち「地方公務」が1,072事業者と圧倒的に多い。国の施設は省エネ診断、
BEMS,LED化などを計画目標のもと推進中であり、将来的には地方公務の対策も推進されると考えられる。また、道内各自治体の「公共施設総合管理計
画」では、30年以上経過し老朽化した施設の更新や統合が課題となっている。

 ZEBのプログラム上、セントラル方式の暖房が多い北海道は不利に働く例が多い。下表の道内ZEBでも空調の電化が多く採用されている（熱源としては
空気熱・地中熱など）。

 一方で寒冷地の場合、冬季の外気処理があるため全熱交換器の他、外気処理への熱供給やピーク時に関しては化石燃料ボイラーを一部活用（美幌町庁
舎）するなどの組み合わせと工夫が必要となる。また、太陽光についても積雪の関係で年間発電量が本州と比較して低下傾向（壁面設置も可能だが最
適傾斜角と比較すると発電量が低下）。寒冷地ならではの工夫とノウハウの蓄積が重要であり別途整理する普及啓発と併せての展開が重要。

 省エネ・新エネの連携：道内のZEBや事例が多く出てくることによって他自治体にも影響が重要。地方自治体の取組が非常に重要であり、そこへ向けた
意識付けが必要。ZEHでは寒冷地・多雪地域はNearly ZEHが位置づけられているが、高コストである課題は同様であり、事例や普及啓発が重要。

＜これまでの議論との関係＞：ZEBは現時点ではコストが課題。省エネの現状把握も重要ではないか。また、寒冷地は熱利用が課題であり、新設だけではなく既設の省エ
ネ改修も重要。（第三回・委員意見）

道内のZEB事例（ほとんどで断熱+Low-Eガラス採用）

基礎調査概要２ １省エネのさらなる推進について １-２北海道特有の省エネに向け、「家庭（ZEH）」「需要家
（ZEB）」に関する本州との違いを整理（電気・熱の不足（冬）や余剰（夏）の観点など） 1-4省エネと新エネ導入を個
別ではなく連携するための手法の調査（省エネ報告など制度上の観点、改修時の新エネ熱源導入の際の熱源容量の再検討
など省エネと一体型の考え方）

名称 ㈱アリガプランニン
グ事務所ビル

大成札幌ビル 札幌ＳＢビル 札幌南一条病院 江別蔦屋書店
（Ｃ棟）

美幌町新庁舎 メガセンター
トライアル伏古店

オーナー ㈱アリガプランニン
グ 札幌市

大成建設㈱
札幌市

㈱三建ビルデイング
札幌市

ＳＰＴ．Ｅ．ＭＡＫＩＢＡ合
同会社 札幌市

社会医療法人北海道、
恵愛会札幌市

美幌町 ゴールデン東京㈱
札幌市

省エネ技術
（設備）

地中熱HP、LED照明 空冷HPチラー/イン
バータポンプ、イン
バーターファン/自然
喚起電動窓、LED照明、
電気温水器、VVVF

チリングユニット/ビ
ルマル（EHP）/ルー
ムエア
コン/全熱交換器/顕
熱交換器、LED照明、
VVVF

ビルマル（EHP）、業
務用ロスナイ、LED照
明、HP給湯器

ビルマル（EHP）/

パッケージユニット、
LED照明、VVVF

ビルマル（EHP）/ビ
ルマル（地中熱）/外
調機（HP直膨コイ
ル）/全熱交換器、イ
ンバーターファン、
LED照明、VVVF

ビルマル（EHP）/

パッケージエアコン/

全熱交換、LED照明、
潜熱回収型給湯器

その他技術 太陽光発電、リチウ
ムイオン蓄電池

― 太陽光発電、新トッ
プランナー変圧器

太陽光発電、リチウ
ムイオン蓄電池

第二次トップラン
ナー変圧器

太陽光発電(予定)

、リチウムイオン蓄
電池

太陽光発電/太陽熱利
用、第二次トップラ
ンナー変圧器

※赤下線部：再エネ、新エネ、蓄エネ

※北海道経済局では「寒冷地対応型ZEB普及促進」の調査・懇話会などを本年度実施中。
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■基礎調査結果概要

主な調査対象：ZEBロードマップフォローアップ検討会資料、ZEH・ZEB実証事業調査報告会資料、関連団体・事業者ヒアリングなど

調査の結果判明した事項・課題など
 新規ZEB普及のための各種施策：2020年までに新築公共建築物をZEBに，2030年までに新築建築物を平均でZEBにするという目標を達成するために補助
金による実証事業を始めとするさまざまな制度開発を進められている。主なものを以下に整理する。

 ZEBロードマップ（2015～）：ZEB普及のために克服すべき課題を国がロードマップにまとめたもの。2020年までであり、その後の改定内容も重要。
 ZEB 実証事業：ZEB設計ガイドライン※策定に求められるZEB実証事業を公募し、ZEBの構成要素となる高性能建材や高性能設備機器等の導入に係る情報
の提供に同意する事業者に対し、その費用の一部を補助するもの。

 ZEBリーディングオーナー制度：エネルギーコスト以外のZEBの価値を高める仕組みとして導入されたもの。事業者のCSRとしての評価が高まり，ひい
てはZEBのブランド化に寄与することを目指す制度。

 ZEBプランナー制度（2017～）：ZEB実現に向けた業務支援ができる事業者を登録・公表する仕組みである。一般に向けた相談窓口を有し、設計、施工、
コンサルティング等の業務支援を行う。あるZEBプランナーからは、国の導入目標が高い中で、ZEBや制度、省エネ法の認知度が低いと感じ、建築主だ
けではなく、ゼネコン・サブコン・設計者（ZEHであればハウスメーカー）など普及啓発が重要との意見もある。

 省エネ法の事業者クラス分け評価制度：省エネ法の定期報告を提出する全ての事業者をクラス分けし、メリハリのある対応を実施するもの（ ZEBとは
異なる）。2015年開始。Sクラスは公表される（道内の事業者数や事業者分類は前述参照）。地域差の考慮がないため北海道で不利な部分がある可能性。

＜これまでの議論との関係＞：省エネが進んでいる事業者と停滞している事業者ともに増えており、市町村によっても熱量に差があるため普及啓発が重要。建築物・住
宅の省エネ促進には適切な情報発信や普及啓発が重要。ZEBは施主の意識も重要。ZEHはハウスメーカーが限定されないか課題。エコドライブは一定程度進んでいる。物
流では省エネの推進可能性。（第三回・委員意見）

基礎調査概要２ １省エネのさらなる推進について １-３ZEBなど省エネ技術単体のみの調査ではなく、推進するための
制度などの整理（ZEBプランナーなど） 1-4省エネと新エネ導入を個別ではなく連携するための手法の調査（省エネ報告
など制度上の観点、改修時の新エネ熱源導入の際の熱源容量の再検討など省エネと一体型の考え方）

ベンチマークは近年、コンビニ、大学、国家公務などに拡大されるなど拡大方向
にある。ベンチマークでは業種ごとと基準が定量的に示されるが、地域差の考慮
がないため、柔軟な対応の検討が必要ではないか。

※2018年から設計実務者向けに順次公開されており、現在、学校、小中事務所、福祉ホーム、スーパーマーケット、病院、ホテルがある。
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■基礎調査結果概要

主な調査対象：固定価格買取制度情報公表用ウェブサイト、再生可能エネルギーの出力制御見通し（2019年度算定値）等の算定結果について（北海道電力）など

調査の結果判明した事項・課題など
 需給一体型の「家庭」の背景：住宅用太陽光発電の卒FITで、安価な電源かつ買取価格が家庭用小売料金の水準となり、①自家消費、または②余剰電力
の活用の多様化が進んでいくことが期待される。①自家消費：ZEHが有効な施策の一つであるが、これまでとは異なり、再エネ導入を一層拡大しつつ
ZEHを普及させるためには、自家消費率向上に有効な機器の導入を支援し、余剰電力を売電ではなく他の住宅やEVなど他の電力需要へ融通することも
可能とするなど、新たなZEHの在り方を検討（ZEH+など）。②売電の多様化：大手電力会社・新電力ともに余剰電力を狙った買取メニューを発表して
おり、余剰電力を活用する市場が活性化することが期待される。

 北海道における潜在的な卒FIT太陽光：10kW未満の太陽光発電のFITの認定量は111,117kW（21,003件≒平均5.3kW/件）であり、全国24位である。
 家庭における余剰・自家消費ポテンシャル：仮に5kW/世帯の場合、自家消費率は年平均約9％※であり、余剰電力としては450kWh/世帯、FIT認定量ベー
スであれば最大990MWｈの余剰電力のポテンシャルが想定される。

 太陽光発電システム価格の低下：2019年度で住宅用32.1万円/kW、事業用26.6万円/kW（2012年度で住宅用46.5万円/kW ，事業用42.2万円/kW ）である。
 北海道で利用可能な余剰買取サービス：約17事業者あり、単価はおおよそ8～12円/kWh。蓄電池などその他の条件付与で高額な買取をする場合もある。
道外では、蓄電池、ヒートポンプ給湯器との組み合わせと将来的なVPPへの活用や仮想蓄電などのメニューが出始めている。

 蓄電池の目標コスト：2020年度で6万円/kWh（耐用年数10年）、9万円/kWh（耐用年数15年）としている（推移は前述参照）。2020年には13.5kWh（出
力最大7kW,連続5kW）の容量で100万円を切る製品も販売予定とされている。

＜これまでの議論との関係＞：家庭でZEHをいれたときに、余剰や自家消費がどの程度のポテンシャルがあるか。蓄電池のコストの推移や情報発信も重要。 （第三回・委
員意見）

基礎調査概要 ２ ２需給一体型の新エネ活用促進 ２-１｢家庭｣：蓄電池との関連や平時と災害時の活用、
VPPとの関連

事業者 価格
（円/
kWh)

サービス事業（余剰電力買取除く） 目的

NTTスマイルエナ
ジー
・パナソニック
・エネット

7.2～9.3/

最大16

・蓄電池やDRを活用した需要家ベネ
フィットの最大化サービスを提供
・パナソニック製の蓄電池・エコ
キュート、NTTスマイルの既存
サービスを導入した家庭には買取
金額を上乗せ

・B2B向け自社既存サービスをB2Cに展開
・EVや定置用蓄電池を組み合わせたエネル
ギーマネジメントサービスを構築
・オフィスビル等への横展開
・自社サービス・製品の販売拡大

丸紅新電力・
パネイル

未定 未定 ・VPP・分散電源のプラットフォーマーを企
図
・家電・産業機器メーカーと提携した新
サービスの共創

伊藤忠・
TRENDE（東京電
力)・Moixa/エヌエ
ヌ回路

非公表 ・家庭向け蓄電システム提供
・蓄電池・PVの活用を前提とした専
用の電気料金プランを提供

・EVの充放電マネジメントも視野
・VPP、P2P取引のプラットフォーマーを企
図
・家庭の電気の使用状況等の生活データを
収集し、新規事業に展開

ダイワハウス※の自家消費向上の取組
太陽光余剰電力買取価格：11.5円/kWh

家庭用リチウムイオン蓄電システム併用の場合：22円/kWh（期間限定）
自家消費を推進するとともに、停電時の非常用電源としても活用できる
同システムの導入を促進。

※ダイワハウスは「RE100」加盟企業であり、買取った余剰電力の非化石価値
は、「RE100」に加盟している企業や環境意識の高い住宅オーナーに販売、
グループ工場や事業所などで有効活用する予定としている。

卒FIT電源の買取のサービスについて
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■基礎調査結果概要

主な調査対象：IBEC（建築省エネ機構）資料、空気調和・衛生工学会のZEBのガイドライン、ZEBのデザインメソッド、ZEBプランナーヒアリング、NTTファシリティーズ公式サイト
など

調査の結果判明した事項・課題など
 需給一体型の「大口需要家」の背景：太陽光発電を中心に、産業用においてもFIT調達価格が電気料金と同等以下になりつつあり、RE100加盟やESG投資
等に係る取組みもあいまって、 大口需要家においても、FITを前提としない再エネ自家消費モデルが出てきている。設備投資に係る負担を軽減しつつ、
再エネ電気を大量に調達する手法として、ESCOやPPA型サービスに基づき事業所内に第三者が太陽光発電設備を設置し、電気を調達する事例も出てき
ており、こうした事例を後押しする事業環境整備が重要となっている。敷地内（オンサイト）：再エネ電源を敷地内に設置し、自家消費を行うモデル。
立地上の制約が課題となる場合。敷地外（オフサイト）：敷地外または需要地から一定の距離を置いた場所に設置された再エネ電源から供給を受ける。
自営線供給の場合や、間接的な活用の場合もある。

 北海道における課題：国で想定している上記モデルは太陽光が多く、熱利用は少ない。一方で省エネと再エネの拡大、大口需要家での需給一体型とい
う観点では、複数建築物に対する電気及び熱の面的利用とZEBの関係も北海道では重要な課題となると考えられる。近年の動きや事例を以下に整理する。
方向性としては、面的利用とZEBは今後導入や検討の幅が広がる可能性が高くなると考えられるが、需要家群となるためまちづくり計画との連携が重要。

＜これまでの議論との関係＞：自家消費のほか、再エネの見える化、PPAモデルなど新たなビジネスモデルの取組は新エネの導入促進につながるのではないか（第三回・
今後の検討に向けた考え方）。また道内の需要家のニーズを掘り下げていくべき。北海道では熱の利用も重要。 （第三回・委員意見）

基礎調査概要２ ２需給一体型の新エネ活用促進 ２-２｢大口需要家｣：ZEBとの連携、面的利用の可能性、
熱への新エネ活用 １省エネのさらなる推進について 1-4省エネと新エネ導入を個別ではなく連携するた
めの手法の調査（省エネ報告など制度上の観点、改修時の新エネ熱源導入の際の熱源容量の再検討など省
エネと一体型の考え方）

建物内・敷地内（オンサイト）の再エネ設
置には限りがある（特に北海道は屋根・壁
面の太陽光に制約）

遠隔地からの再エネ供給によるオフサイト
ZEB（PPA※モデルなどの組合せ）

複数建築物でのZEB化または熱及び電気の融
通による省エネ

増加するFIT切れ再エネ発電の活用

これまでZEBは基本的には単一の建築物で
評価

ZEBロードマップフォローアッ
プ検討会ではオフサイトにおけ
る再エネの扱いや街区単位等で
のZEBの評価方法等についても、
必要に応じて調査・検討を行う
べきとしている。あわせて、
2019.12には「複数建築物の連携
による建築物エネルギー消費性
能向上計画の認定に係る入力方
法」が公表され、将来的には面
的なZEBというモデルも想定さ
れる。

空気調和・衛生工学会のZEBのガイドライン（日本のZEBの定義と評価の考え方の基礎）
• 再生可能エネルギーの供給方法は、建築物内、敷地内、のほか敷地外を想定しており、
オフサイト型もZEBと連携の可能性

• 「境界条件は、近隣も含めた複数建築物での評価が必要な場合には、仮想的な境界を
設定し、物理境界として扱ってもよい」としており、面的利用の可能性

地域活用電源（バイオマス・地熱など）と
の連携

課題 対応策など モデルの考え方およびこれに対する国、団体の検討状況

（参考事例）北4東6周辺地区スマートエ
ネルギーネットワーク 面的利用概要

※PPAモデル例（Fグリーン電力 NTTファシ
リティーズ）

・需要家側は初期投資、維持費用不要
・使用した発電電力料金の支払いのみ
・契約期間：20年
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■基礎調査結果概要

主な調査対象： 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会中間整理（第3次）、平成30年度地域の特性を活かしたエネルギーの地産地消促進事業費補助金（分
散型エネルギーシステム構築支援事業のうちエネルギーシステム構築事業）、「地域の特性を活かした地産地消の分散型エネルギーシステム構築ガイドブック」 など

調査の結果判明した事項・課題など
 地域での需給一体的モデル：エネルギー供給の強靱化、地域内エネルギー循環、地域内の経済循環などの点で有効であり、地域の再エネとコジェネな
どの他のリソースと組合せて利用するなど、地域レベルで需給一体的に活用する取組について、仕組みの在り方や、他分野の政策との連携強化等につ
いて、検討を深めて行くことが重要である（既存系統活用型の地域MGも重要としている（調査1に整理））。まちづくりと地域活性化や付加価値の考
え方・例については多岐に渡るため主なものを以下に整理する。

 付加価値について：地域固有の取組であることを示すことにより、地域が一体となって運営していくべき事業であることがステークホルダー間で共有
され、自らに関わる事業であるという意識が醸成。他地域との差別化を図ることができ、地域のブランド力向上に寄与。

＜これまでの議論との関係＞：コンパクトシティやまちづくりとの関連や地域にとってどのような効果があるのかが重要（第二回・委員意見） 。地域熱供給という考え
方で札幌市は第4世代と呼ばれる次世代型の地域熱供給にまちづくりという視点からスタディされている。都市部については排熱の活用も重要。電気はスマートメーター
で30分単位での見える化が進むが、熱エネルギーは時間軸の推移はなく、日報・月報レベルでしか見えていないが地域の地産地消の観点では課題。 （第三回・委員意
見）

基礎調査概要 ２ ２需給一体型の新エネ活用促進 ２-３｢地域｣：まちづくり･地域活性化との関連､道内各
地域のエネルギー供給と需要の組み合わせ､地域の課題解決の視点など

具体的な付加価値 実現する上での課題 対応・工夫

需要家（自身も含む）のBCP

（事業継続計画）に関する
サービス

①非常時のエネルギー供給（電力・熱、コ
ジェネ）
②非常時の独立電源の設置
③行政や病院等重要施設の強靭化

①燃料の確保、コスト、供給範囲、
需要量の想定
②蓄電池の設置、通常時のコスト
③必要施設や負荷の検討、コスト

①災害レベル別の計画策定、補助金
の適応、供給範囲の絞り込み等
②太陽光やEVの普及、予算確保
③ヒアリング、平常時のコスト回収

災害等の緊急対応時における
地域（避難施設等）へのエネ
ルギー供給

①避難場所や地域へのエネルギー供給
②分散型エネルギーからの自立供給
③自立運転可能な施設設計

①行政等との調整、燃料の確保、需
要量の想定
②コスト、非常時の作業要員
③自立運転に必要設備の設置

①自治体との協定内で実施、対象設
備の明確化
②常用電源化、マニュアル作成
③施設の建て替え時等に計画

観光資源としての活用等によ
る集客力向上

①先行事例施設としての集客
②近隣施設と連携した集客施設化

①見学時の安全性の確保
②持続的な集客活動

①運転外の見学、システムの展示、
研修の受け入れ
②地域との連携

環境教育の場の提供
①施設を環境学習の場として提供
②小中学校との連携で環境教育
③エネルギー消費動向を見える化

①展示方法の工夫
②教育機関の理解
③情報発信の方法

①見学会の開催
②説明会の開催
③電光掲示板等での情報発信

（他者にエネルギー供給を行
う場合）省エネ・省CO2サー
ビスの提供

①省エネ・省CO2のコンサルティング
②複数システムによる総合的な省エネ提案
③システムの効率化、コスト削減

①需要家の確保、省エネ成果
②初期コスト
③事業採算性の判断

①需要家データの分析
②複数の需要家の統合
③運用方法の検討

（他者にエネルギー供給を行
う場合）デマンドレスポンス
等のエネルギーマネジメント
サービスの提供

①ピークカット、マネジメント方法提案
②地域全体のエネルギーマネジメント
③システム導入時の収益試算

①具体的な制御方法、事業採算性
②需要家の連携、需要家の確保
③既存データ収集

①インセンティブ、ケーススタディ
の実施
②インセンティブの付与
③データの分析、アンケートの実施

その他
①地域住民サービス（見守りサービス、買
い物支援、情報提供等）
②独自技術を活かした蓄電池の提供

①要員の確保、コスト、地域の理解
②実用性、配備先

①自前の要員検討、行政との連携
②複数案の検討

■付加価値の付与方法の例
①需要家への付加価値提供による需要確保、②関係者への付加価値提供による収入源・意義の確保

■自治体と連携することの意義
政策的位置づけとの連動/関係主体との円滑な調整 /安定的需要の確保 /地域への便
益還元 /非常時のエネルギー確保にあたっての連携 /各種法制度・条例遵守

地域におけるエネルギー会社と各種連携などの考え方
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■基礎調査結果概要

主な調査対象：平成30年度地域の特性を活かしたエネルギーの地産地消促進事業費補助金（分散型エネルギーシステム構築支援事業のうちエネルギーシステム構築事業） など

調査の結果判明した事項・課題など
 ここでは、事例として実際の導入がされている地域における分散型エネルギーシステムについて整理する（既存配電網活用の地域MGについては調査1に
整理）。まちづくりや災害対応が意識されており、熱供給を実現できるものも多い。エネルギー源は多くがガスコジェネである。※稼働予定事例含む

基礎調査概要 ２ ２需給一体型の新エネ活用促進 ２-３｢地域｣：まちづくり･地域活性化との関連､道内各
地域のエネルギー供給と需要の組み合わせ､地域の課題解決の視点など

事業名称
札幌市北４東６地区再開発における

エネルギーの面的利用事業

日清食品(株)滋賀新事業所における

スマートエネルギー推進事業

自立分散型エネルギーの面的利用

による日本橋スマートシティの構築

街区をまたぐ新たな電力融通と地点

熱供給と新築ビルを含めたコミュニ

ティの省エネ最適制御・地域BCP貢

献に取り組む事業

浦添市てだこ浦西駅周辺開発地区

におけるスマートシティ開発における

エネルギー供給事業及びエネルギー

マネジメント事業

再エネ融通型ＤＨＣによるエネル

ギーの面的利用推進事業

地域 札幌市北4東6地区 日清食品(株)関西工場（滋賀県） 日本橋（東京都） 港区六本木（東京都） 浦添市（沖縄県） 横浜市中区

主に利用するエネル

ギー
廃熱利用、地中熱、太陽熱 廃熱利用 ガスコジェネ、廃熱利用 ガスコジェネ ガスコジェネ

主な導入設備
ガスコジェネ315kW、地中熱HP、太陽

熱利用設備
ガスコジェネ15MW、排ガスボイラ ガスコジェネ7800kW×3台 ガスコジェネ2000kW×2台

ガスコジェネ800kW×4台、25kW×4

台、ジェネリンク1680kW×2台、NAS

電池200kW×4台

コジェネ1,000kW、熱回収HP118RT、

INVターボ冷凍機688RT×2台、空冷

HP150kW×6台、熱源HP[下水再生

水熱]26RT、ｼﾞｪﾈﾘﾝｸ400RT

需要家 体育館、住宅など 施設内利用 既存街区 オフィスビル、ホテルなど
スポーツ施設、商業施設、ホテルな

ど
庁舎、オフィスビル

災害対応、まちづくりや

地域への貢献など

・災害時にも熱電供給が可能であり、

区域内には市の指定する緊急避難

場所を含む

・BOS対応ガスタービンを追設しBCP

対策を含めた供給体制を構築

・監視システムにファイヤーウォール

を設置しサイバーセキュリティ強化

・CGSによる発電電力と系統電力の

複線化等により長期停電時において

もエリア内の50％電気供給

・プラント内への浸水対策として壺状

構造を採用することで災害時の事業

継続も含めた高度な防災拠点

・災害時にもコミュニティに電気・冷温

熱を継続供給する。

・災害時は駅周辺の帰宅困難者への

助けとする。

・市が推進する土地高度開発利用な

どを担うことで市全体の活性化に貢

献

・地元企業への事業の創出（昼間人

口最大1.5万人、雇用5000人の創出）

・参入事業者の事業参入・投資の促

進

・施工や運用上で市内企業、在住者

を優先的に活用・雇用するなど、地

域雇用における地域経済活性化に

貢献

事業イメージ

面的利用概要
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■基礎調査結果概要

主な調査対象：平成30年度地域の特性を活かしたエネルギーの地産地消促進事業費補助金（分散型エネルギーシステム構築支援事業のうちエネルギーシステム構築事業） など

基礎調査概要 ２ ２需給一体型の新エネ活用促進 ２-３｢地域｣：まちづくり･地域活性化との関連､道内各
地域のエネルギー供給と需要の組み合わせ､地域の課題解決の視点など

事業名称

事務所・商業・公共空間・住宅への複

数再エネおよび±DR等の高度なエ

ネマネを導入した電力・熱融通型 特

電・DHC事業

平成２９年度潮芦屋再生可能エネル

ギー面的利用事業化申請

「（仮称）立飛みどり地区プロジェクト」

における需要･供給統合型CEMSを

用いた再生可能エネルギーのカス

ケード利用事業

西宮市第二庁舎(危機管理センター)

エネルギーサービス設備工事

リソル生命の森における郊外型ス

マートコミュニティ構築事業

地域 港区虎ノ門（東京都） 芦屋市（兵庫県） 立川市緑町（東京都） 西宮市（兵庫県） 長柄町（千葉県）

主に利用するエネル

ギー
太陽光 太陽光発電、蓄電池 太陽光発電、コジェネ、地中熱 ガスコジェネ 太陽光発電

主な導入設備

雑用水熱HP 、太陽光発電、コージェ

ネレション 設備、ターボ冷凍機、水素

利用設備

太陽光発電、蓄電池

ガスエンジンコージェネレーション

370kW×1台

太陽光発電(PV)20kW×１台

排熱利用(ジェネリンク)739kW×１台

地中熱ヒートポンプ（HP）568kW×１

台

スクリューチラー518kW×5台

ガスコージェネ400kW×2台（非発兼

用）

ジェネリンク330kW×3台

太陽光発電 1,000kW(PCS) 、

1,200kW( ﾊﾟﾈﾙ)、ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ(HP) ・蓄熱

式給湯 6m3

需要家 高層棟、住宅、公園、地下歩行通路 住宅
ホール、ホテル、商業施設、オフィス

等
西宮市本庁舎 ゴルフクラブ、トレーニング施設

災害対応、まちづくりや

地域への貢献など

・「国際的なビジネス拠点」「 交通結

節機能 」へ、 電気や熱を供給する地

域密着型事業

・震災対応・太陽光発電蓄池に被災

がなければ系統遮断でも特定回路

（冷蔵庫・照明など）にて給電可能

・住戸間の電力融通により、再エネ

自給率向上、電気料金の20%低減を

実現

・地元企業を中心として推進する、地

域密着型の事業

・市民の雇用創出にも寄与

・蓄積したノウハウの水平展開が期

待される

・EV向けの充電拠点を併設すること

により、域内の交通手段にも活用が

可能

事業イメージ

面的利用概要 ―

調査の結果判明した事項・課題など
 ここでは、事例として実際の導入がされている地域における分散型エネルギーシステムについて整理する（既存配電網活用の地域MGについては調査1に
整理）。まちづくりや災害対応が意識されており、熱供給を実現できるものも多い。エネルギー源は多くがガスコジェネである。※稼働予定事例含む



25主な調査対象：「地域の再生可能エネルギー事業の健全性を高めるための設備導入者向けマニュアル（案）環境省」、「地域の特性を活かした地産地消の分散型エネルギーシステム構築ガイドブック」 など

基礎調査概要 ２ ２需給一体型の新エネ活用促進 ２-３｢地域｣：まちづくり･地域活性化との関連､道内各
地域のエネルギー供給と需要の組み合わせ､地域の課題解決の視点など

再エネの種類 主な課題、リスク 対応方策

太陽光発電
①日射量などに応じた発電量変動 ◼精緻な日射量予測だけでなく、設置場所固有の状況(障害物による日陰、積雪など)を踏まえた発電量予測を行う
②系統連系に係る手続き ◼系統連系地点までの距離や状況を確認した上で、電力会社との事前相談、系統連系協議を綿密に行う
③経年劣化や故障による出力低下 ◼長期使用実績データの確認、PID試験を受けているメーカーの選定など、信頼性の高い機器を採用する

風力発電
①風速や風向きなどに応じた発電量変動 ◼事業者が適切な方法等で実施した風況調査のデータより発電量予測を行うとともに、風況を計測した年が特異年でないことを確認する
②系統連系に係る手続き ◼系統連系地点までの距離や状況を確認した上で、電力会社との事前相談、系統連系協議を綿密に行う
③経年劣化や故障による出力低下 ◼国際規格(IEC規格)に準拠した仕様の機種を選定する

温度差
エネルギー
利用

①河川水や地下水などの採取、放流における各種法令対応 ◼事業実施地域における規制の有無について確認するとともに、事前に河川や下水等の管理主体と協議を行う
②熱供給配管の整備などにおけるコスト負担 ◼熱源と熱需要が近接するような立地を選定する他、既存の排水管などの活用を図る
③河川水や地下水、下水等の流量減少、熱供給量や効率の低下 ◼事前に採熱可能量等を把握し、過度な採熱を防ぐよう適切な設備設計・運用を行う
④熱交換器の腐食などによる熱供給量や効率の低下 ◼事前に熱源(河川水、地下水等)に含まれる成分を分析の上、システムの選定やメンテナンス方法を検討する
⑤(下水熱利用)事業期間中の処理施設や下水管の設備更新へ対応◼事前に自治体との協議などにより、下水道設備の維持管理計画を把握する。また、管更生時に取外し可能な採熱設備の採用を検討する

バイオマス
利用

①バイオマス資源調達量の変動 ◼自ら収集に関与する、供給元を事業参画に引き入れるなどにより、供給のコミットメントを強化する
②バイオマス資源の性状の変動 ◼前処理(乾燥、ペレット化など)設備を導入し、発電設備やボイラに投入する資源の性状を均質化する
③残渣、排水等の処理 ◼肥料やコンクリート材などへのリサイクルを図る(第三者への販売)
④持続可能性への対応 ◼森林認証や持続可能性に関する自主基準で認証された資源を調達する

コージェネ
レーション
システム

①電力需要、熱需要のバランス不一致による総合効率の低下 ◼事前の電気、熱負荷の把握に際して、月間/年間などの総量やピーク需要だけでなく、時刻別の発生状況を確認する

②燃料供給インフラの有無、燃料価格の高騰 ◼事前に燃料供給事業者と、供給条件や価格等について協議する
③面的利用時の自営線、熱供給導管整備における各種法令対応 ◼熱の面的利用のために自営線や熱供給導管等を整備する際、事前に道路の管理主体等と協議を行う

再エネの特性とリスクを検討することが重要

地域
ポテンシャルの
高い再エネ例

主な利活用先

道北・日本海側 風力 農業、漁業
オホーツク地域 太陽光 農業、漁業

十勝・根釧地域
太陽光、小水力、
畜産系バイオガス

農業、漁業

道央圏・中核都市
太陽光（卒FIT含む）
など

事務所・家庭、交通、観光、
物流拠点(空港、港湾)

道南地域 風力 農業、漁業、観光
中核都市 他地域からの輸送 事務所・家庭、交通
離島 風力、太陽光 事務所・家庭、交通

■基礎調査結果概要

調査の結果判明した事項・課題など
 各地域のポテンシャルの高い再エネと需要家の組み合わせ：広範囲での需給の地域特性は下表のようになっていると考えられるが、同じ地域内や特性
の近い地域でも詳細は異なるため、自治体ごとなどにその都度精査が必要である。また、その検討の際には、各種エネルギーのポテンシャルとメリッ
トだけに着目するのではなく、導入にあたっての基本的なリスクとポテンシャルを踏まえた上で適切な組み合わせを検討することが、地域理解に向け
ても重要である。再エネについては、FITにおける「事業計画策定ガイドライン」の他にも、近年は再エネごとのリスクについて整理したマニュアルな
ども公表されている。

同じバイオマスでも地域ごと
に状況が異なる。
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■基礎調査結果概要

主な調査対象：オリックス・中部電力などPPAモデル事例、「地域の特性を活かした地産地消の分散型エネルギーシステム構築ガイドブック」 など

調査の結果判明した事項・課題など
 需給一体型モデルは、需要家と再エネがセットであり、災害時に再エネを活用可能であればレジリエンス対策となる。
 家庭：前述のように自家消費が増加するような設備の導入により災害対策が強化される。近年「ZEH+」をさらに進めた「ZEH+R」（蓄電システムまた
は自立制御電源付き太陽熱温水システム）が新たに設定され、蓄電池などによる更なる自家消費向上とレジリエンス強化を目指すものとなっている。
ただし、蓄電池の高コスト構造は依然課題となる。

 大口需要家：北海道でも『ZEB』の実現により大規模停電時も業務に必要な電力を確保できたBCPの例がある。また、PPAモデルでも再エネと蓄電池の
組合せによる災害時対応が可能とする事例もある。災害時だけではなく、積雪地においても平時において収支としてビジネスモデルが成立するかなど
が課題となる。

 地域：現状導入されている事例は多くがガス供給が可能な地域での（ブラックスタート可能な）CGS利用である。レジリエンスの観点で、熱供給可能
な再エネは1）バイオマス・地熱、または2）再エネ発電+蓄電池による熱の電化の稼働が考えられる。これらは地域が限定されることや設備の高コスト
が課題となる。将来的には各地域の再エネを活かした貯蔵が可能な、水素による熱電併給や輸送手段への活用も重要と考えられる。特にBCP対策が必
要な避難施設、病院・福祉施設や災害に強いエリアとしてのDCP対策などに対して水素の活用が期待される（調査3 水素参照）。

 非常時設備の導入規模検討とエネルギー需要の把握：施設においてどの程度のエネルギー需要が発生し、どの程度のエネルギー供給量が残るのかの把
握をした上で無駄のない設備規模検討をすることで低コスト化を行うことが重要。

＜これまでの議論との関係＞：冬の災害時への対応が重要ではないか。再エネの熱利用、再エネ電力の熱利用が重要。蓄電池のコスト低下が課題。（第三回・委員意
見）

基礎調査概要 ２ ２需給一体型の新エネ活用促進 ２-4｢レジリエンス｣：北海道特有の課題、災害時供給
に関しての優先順位の考え方など

災害時供給に関する優先とコスト低減策の考え方例

非常時の避難施設へのエネルギー供給の計画：レジリエンスのみを考慮すると、
平常時過大となり、イニシャルコストの増加や設備の効率低下へつながる。
これまでは、日単位・時間単位の需要カーブが不明または計測に手間とコストが
かかっていた。今後はスマートメータの普及やEMS技術などによるデータ活用に
より、無駄のないジリエンス対策が重要となると考えられる。

地震などの災害時に一般電力事業者から
の電力供給が遮断されても、エネルギー
センターのCGSで発電し、一部負荷への給
電が可能。また、厳冬期の災害発生を想
定し暖房を活用可能に。
地区では、以下を確保。
・避難生活に最低限必要な、照明・暖房
・避難所と各街区間を安全に移動するた
めの照明
※この他、自営線MG:睦沢町道の駅の事
例、既存配電網活用の地域MGの計画
（ともに調査1）も参照

地域での災害対応可能な分散型エネルギーシステム（札幌市）
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■基礎調査結果概要

主な調査対象：FIT制度の抜本見直しと再生可能エネルギー政策の再構築（資源エネルギー庁）、インフラ・公共サービスの効率的な維持・管理に関する調査研究（国土交通省）、地
域経済循環分析、分散型エネルギーシステム簡易収支計算 など

調査の結果判明した事項・課題など
 計画当初からの連携：地場の企業・人材を事業計画段階から巻込んで検討を進めていくことが成功要因の1つとなる。自治体との連携も重要な要因。
 地域の事業者・人材の把握：事業を実施しようとする地域において、どのような事業者がいるのかを把握し、協力を求めていくことが重要。一方で、
北海道の特に地方部であれば、大規模な工事の担い手がいない、必要な機器のメーカーがいないなど、事業のすべてを地域内の事業者や人材のみで賄
うことは難しいケースが発生することも課題となりうる。

 地域エネルギー事業の特徴：地域エネルギー事業の特徴は、一般的な公共工事の一時効果と比較し、持続的に資金の域内循環が創出されることであり、
また、それに伴って長期に渡って活躍する人材の確保や教育が重要であり課題となる。地域に密着した事業であれば、需給動向を踏まえたきめ細かな
エネルギーマネジメントが可能になり、そのためにエネルギーの技術者が不可欠となる。地域でのエネルギー利用を継続的に見直すことで時間をかけ
てノウハウを持つ人材を育てることが重要。

 実際の導入運用に向けた課題：導入に向けては、前述の再エネごとのリスクの検討とともに、コスト構造の把握が必要である。構想・計画・FSなど段
階があるが、早期に、大まかな把握をすることが重要である。近年、各種の簡易ツールがでてきており、これを活用することも有効。ただし、単純な
売電とランニングの収支の試算のみである複雑な条件は組み込めないため、簡易とはいえ専門的知識を持つ人材が必要となる。また、事業単独ではな
く、地域経済、域内循環や雇用効果、CO2削減効果など地域への貢献についての試算も重要であるがパラメータが多く、高度かつ広範な知識が必要と
なる。環境省などでは再エネ売電による効果算定ツールが公表されている地域経済循環分析（利用には申請が必要）。

 収益について：ドイツのシュタットベルケ（自治体出資の公営企業体）では様々は事業収支をもつ。熱需要の大きいドイツではコジェネによる熱電併
給事業の収益が良いとされている。なお、全シュタットベルケが保有する設備容量のうち再エネの割合は約20％とされている。前述の面的利用の考え
方同様、熱需要をまちづくりと連携して計画的に集約する検討が課題。

※なお、国においても電気技術者の確保を重要な課題として検討を進めている（電気保安人材・技術ＷＧ中間報告（2019.11））

＜これまでの議論との関係＞：人材確保や人材育成は非常に重要。トップの他、担当者の意識付けも重要であり、自治体や利害関係者との調整も課題となる。
省エネや需給一体型など地域のエネルギーに係る事項は毎年長期に渡って普及啓発が重要。需給一体型のシステムをつくると、管理マネジメントするための人材が必要
であり課題。「地域経済効果」という話が出てくるが、次の計画を作るときには、経済効果をどのように示していくのかなども重要。 （第三回・第四回 委員意見）

基礎調査概要 ２ ２需給一体型の新エネ活用促進 ２-5事業者や自治体が取組み易いようにするため、実
際の導入および運用に向け、人材確保や育成の観点で、課題例など

事業化までに必要なコスト項目例

• 事業開始前にも検討や設計など
様々なコストが必要

• IRR、投資回収年数などを試算す
るにあたっては感度分析が重要。
またその精度・スピードにはエ
ネルギー需給バランスの計測・
推計が非常に重要（前述のレジ
リエンス対策同様）

事業化までに必要なコスト項目例
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■基礎調査結果概要

主な調査対象：総合資源エネルギー調査会基本政策分科会 再生可能エネルギー主力電源化制度改革委員会資料 等

調査の結果判明した課題など
 家庭向け太陽光：2019年度以降、FIT買取期間を終え、投資回収済みの安価電源として活用の可能性が生じ、住宅用買取価格が小売り水準と同等とな
ることから自家消費の経済メリットが生まれ、今後、自家消費の拡大と余剰電力の売電・活用多様化の進展が想定。

 自家消費は、自家消費率向上に有効な機器導入を支援するためのZEH＋（自家消費率最大60％程度）を進めることが有効とされる。
 余剰電力については、新電力と地域電力会社で買取の動きが過熱し、顧客獲得競争が激化。

＜これまでの議論との関係＞：豊富なポテンシャルを有し、安価に活用しうる電源（太陽光、風力）についてはFIT期間終了後も事業継続により、更なる地元産業への
経済効果が見込める「大規模卒FIT電源」として、全国大での活用も含めた事業環境整備が必要ではないか。（第二回・懇話会資料）

基礎調査概要 ３ １FIT後を見据えた新たなビジネスモデルの創出 １-１道内事業者や需要家（家庭な
ど）の参入障壁を低減するため、最新のビジネスモデルや事業スキームを整理

ZEH＋のイメージ

 事業者向け太陽光：2032年度以降に発生することになる。小規模事業者やアグリゲーターへの販売、地域事業者への引継ぎ、他のリソース含めた自家
消費強化の方向等の選択肢がある中、自立モデルは今のところ確立されていない。各地域での需要家ニーズを踏まえ、地産地消及び域外での活用も含
め地域経済への貢献が促進される検討を進めるべき。

 再エネ発電所（事業者）から余剰電力を買い取り、パワープールを形成したのち需要家へ配分するスキーム検討が先行。

新電力 価格（円/kWh） 備考

大阪ガス 8.5～9.5 1年ごと自動更新、エリア限定

シェアリングエネルギー 8 2年間+1年ごと更新

静岡ガス 7＋α α＝様々な条件で発生する増分

昭和シェル石油
ソーラーフロンティア

7.5～8.5 九州かそれ以外の地域で変動
1年間＋1年ごとの自動更新

スマートテック 10 2年間＋1年ごとの自動更新

積水ハウス 11

積水化学工業 9 or 12 蓄電池の有無で変動、

JXTG] 10 エリア限定
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■基礎調査結果概要

調査の結果判明した事項・課題など
 環境経営の意識の高まりと企業を取り巻く環境：2015年「パリ協定」以降、企業の脱炭素化に向けた取組がグローバルで加速。「環境（E）」、「社会
（S）」、「ガバナンス（G）」に配慮する企業への投資である“ESG投資”は、世界で浸透しつつあり、国内でも重要視され始め、事業用電力を再エネ
100％とする「RE100」への加盟を宣言する企業が増加しており、2020.1月現在で国内30カ国（世界3位。道内では「コープさっぽろ」）。 RE100は消費
電力10GWh/年以上と要件があり、中小企業や企業以外の団体に向けた「Re Action」が2019年10月に発足（2020.1月現在で49団体、総消費電力
331GWh）するなど、脱炭素化を目指す動きが国内外で活発化。

 再エネ価値の調達方法：自家消費、小売電気事業者からの購入のほか、再エネ価値については、グリーン電力証書、Jクレジット、非化石証書などが取
引制度を通じて「見える化」しているがそれぞれ課題がある。

 エネルギー多消費施設としての植物工場とデータセンター：これらはともに空調や照明に多くの電力消費を活用する施設（前者で空調照明で約9割、後
者で空調に約5割など）であり、収益上も課題となっている。九州電力では大規模植物工場に再エネ導入やVPPリソースの対象として組み込む検証を始
めており、また前述の国のVPP実証でも植物工場を対象としている例もある。通年栽培が可能なことは北海道にもメリットがあると考えられるが、販
路の確保がハードルとなることも多いため、サプライチェーン全体を通した検討が課題である。

 道内の既存需要：需要家については、新規の誘致の他、現状の掘り起こしも重要である。道内には第一種・第二種指定管理工場が500事業所以上あり、
電気と熱を大量に消費している。乳業工場や製糖工場など北海道特有の施設でもガス発電などを実施している（旭川の乳業工場では650kWのガスコ
ジェネが導入）。再エネ供給のほか、将来的には水素転換の対象としても期待される。今後は、これら事業者の環境意識などの把握も重要である。

 低炭素エネルギー供給による誘致：石狩市では民・官連携でマスタープランを作成、再エネ開発促進に向けた協力体制の構築、「REゾーン」実現に向
けた手法の検討、再エネの利活用を軸とした産業の育成検討、地方創生につながる地域密着型ビジネス等の実現方策の検討などに取組んでおり、現在
京セラがデータセンター建設を予定している。

＜これまでの議論との関係＞：SDGsの中で日本もCO2減、温暖化対策が重要。少し高くても環境価値の観点で、日本と世界へ貢献すべきだが、今後の国民理解が重要。
RE100やESG投資などで再エネ価値が高まる中、北海道の新エネポテンシャルを活かした企業誘致が重要（石狩新港の取組など）。（第三回・第四回 委員意見）

基礎調査概要３ １FIT後を見据えた新たなビジネスモデルの創出 1-2 低炭素かつ安価な地産地消電源の継続・拡大に
向けた需要家誘致など地域活性化の事例や手法の調査 ２地域におけるエネルギー需要の創出について 2-1地域特性に
あわせた低炭素エネルギー供給という観点で、地域活性化や新たな産業を視野に入れた需要家（RE100などを視野に入れ
た企業、人工光型植物工場やデータセンター等）の整理

手段 概要 課題 量・単価など

グリーン
電力証書

・再エネ由来の電気が持つ環境価値を証書化
・環境付加価値の認証は第三者認証機関が実施

・流通量が限られコストも高い
・温対法上のCO2排出削減を申請する場合は
グリーンエネルギーCO2削減相当量を登
録するための口座開設等の手続が必要

890GWh
0.84～0.89円

/kWh

Jクレジット

・省エネ機器の導入や森林経営等の取組による
CO2削減量や吸収量を「クレジット」として
国が認証する制度

・「排出削減(省エネ等)」、「排出削減(再エ
ネ由来)及び「森林吸収」の3種類が存在

・流通量が限られる
・日本特有の制度のため、海外の制度との
対比が困難

・RE100で使用できるのは「排出削減(再エ
ネ由来)」のみ

375GWh
3～7円/kWh

非化石証書
・非化石電源(FIT再エネ)からの電気の持つ非
化石価値を証書化

・コストが高い(最低価格あり)
・RE100で使用できるのは「再エネ限定(ト
ラッキング付)」のみ

69416GWh
1.3～4.0円/kWh

民・官連携による地産エネルギー活用マスタープラン
再エネ価値調達方法の特徴

グリーン電力証書など再エネ価値の取引にデジタ
ルグリッドコントローラ、ブロックチェーン技術
を活用したサービスもある。

主な調査対象：「エネルギーの使用の合理化等に関する法律に基づく特定事業者等指定状況（資源エネルギー庁）」、環境ビジネスフォーラム2019資料、コージェネ財団（コージェネ
導入事例検索）、事業者ヒアリング など
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■基礎調査結果概要

主な調査対象：Web情報（自治体ホームページ、事業主体公表資料）、鹿島建設株式会社ヒアリング調査 等

＜これまでの議論との関係＞：本道のポテンシャルを最大限活用し、また、脱炭素化への国際的な動きと協調した施策推進が必要。また、卒FIT電源を活用した水素の有
効利用の可能性について検討が必要ではないか。（第四回・懇話会資料）

基礎調査概要 ３ １FIT後を見据えた新たなビジネスモデルの創出 １-３FIT切れ再エネによるCO2フリー
水素の製造可能性(P2G)と地域課題の両立に向けた事例・課題抽出

調査の結果判明した課題など
 道東地域：大規模火力発電所が無いため、系統的に脆弱な地域であることに加え、酪農地域であり糞尿処理による悪臭対策等の地域課題が存在。
 道北地域：風力発電が盛んであり、将来的にFIT切れ電源（変動性）としての活用が想定される。

事業主体 鹿島建設㈱・エア・ウォーター㈱
トヨタ通商㈱、川崎重工業㈱、㈱NTTファシリティーズ、

㈱フレイン・エナジー、室蘭工業大学

事業名称 家畜糞尿由来水素を活用した水素サプライチェーン構築事業
北海道に於ける再生可能エネルギー由来不安定電力の水素変換等による

安定化・貯蔵・利用技術の研究開発

地域課題 ・系統脆弱による災害対応、酪農地帯における臭気対策の必要性
・出力変動抑制ロジックの構築、風力発電量予測アルゴリズム開発、

有機ハイドライド輸送における技術課題の解決 等

事業場所 鹿追町・帯広市 苫前町

再エネ・水素化方式 バイオガス（家畜糞尿由来）・水蒸気改質 風力・電解

事業概要

 バイオガスから抽出したメタンから水蒸気改質で水素を製造し、カード

ルに貯蔵。水素は施設内のFC（燃料電池）、FCフォークリフト、FCVと

して自家消費するほか、町内酪農家、帯広市の観光施設でのFCに利用。

 出力変動する風力発電設備からの電力で水を電気分解して水素を製造し、

その水素を有機ハイドライド等として貯蔵・輸送した後に利用するシス

テムと要素技術を開発して実証。

実証を通じての

課題

 水素需要の確保（周辺→町市街地→帯広市（周辺自治体）→道央地域→

全国、FCV需要は抜本的インフラ整備が必須。）、コスト削減

 十勝圏、札幌等道央圏（あるいは全国）での利用も視野に広域的な水素

サプライチェーンの構築が必要。

 水電解の水素製造コストは高く、低減策が必要。

 地域由来の水素で水素社会を構築し、地産地消し、地域経済の活性化を

行う必要があるが、社会受容性・安定的な需要先の確保が必要。

 道央圏、道外での大規模利用も踏まえた水素サプライチェーン構築が必

要。
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■基礎調査結果概要

主な調査対象：平成29 年度地域連携・低炭素水素技術実証事業家畜ふん尿由来水素を活用した水素サプライチェーン実証事業委託業務、北海道水素社会実現戦略ビジョン、事業者文献、「経済産業省 水
素・燃料電池戦略ロードマップの達成状況（推移）」、「経済産業省 第11回CO2フリー水素WG事務局提出資料」、「自立型再エネ水素発電設備導入ガイドライン（宮城県）」 など

調査の結果判明した事項・課題など
 北海道は水素製造として水電解・改質ともに再エネのポテンシャルを活用すれば大きな製造ポテンシャルがあるが、普及拡大には需要側の確保が重要
である。水素需要の可能性として北海道で活用可能と考えられる設備について道内の適応と利用先の想定、近年の動向について下記に整理する。

＜これまでの議論との関係＞：FCトラクター・FCバスや業務用燃料電池の道内産業への活用の検討や、水素発電に関する取組も必要。（第四回・委員意見）

基礎調査概要 ３ ２地域におけるエネルギー需要の創出について ２-２北海道特有の水素需要の可能性
（FCV,FCフォークリフト、災害対応見据えたFC導入、酪農・漁業における利用）の調査

FCV～長距離・短時間充填・暖房への熱利用

交通・観光：タクシーなど
公共施設：公用車など

FCフォークリフト～北海道の基幹産業への寄与
農業：圃場、植物工場、選果など
漁業：漁港施設など
物流拠点：空港、港湾、卸売市場

業務・産業用FC～電熱併給の熱の有効活用・レジリエンス対策
公共施設：庁舎、図書館、体育館、病院、避難施設、防災拠点など
観光：リゾート施設、宿泊施設、観光施設など
漁業：養殖場、製氷施設など
農業：酪農家（搾乳機・バルククーラー、洗浄温水など）

FCバス・FCトラック～長距離・短時間充填・暖房への熱利用・レジリエンス対策
観光：観光・イベントバスなど
交通：バスなど
物流：輸送トラックなど

現状台数

水素量推計 水素量推計

FCV 86 kg/年程度 3000 → 700
千円/台

（価格差）
1,000円/kg ⇔

140円/L（ガソ

リン）
3,056 40,000 800,000 262,816 68,800,000

FCバス 3,850 kg/年程度 105,000 → 52,500 千円/台 - ⇔ - 18 100 1,200 69,300 4,620,000

FCフォークリフト 290 kg/年程度 14,000 → - 千円/台 2286円/kg ⇔
130円/L（ガソ

リン）
160 500 10,000 46,427 2,901,714

家庭用FC（PEFC) 203 kg/年程度 930 → 800
千円/システ

ム
455円/kg ⇔

重油44.7円/L＋

発電21.2円/ｋｇ
220,000 - 5,300,000 - -

水素ステーション - - 310,000 → 200,000 円/箇所 - ⇔ - 103 160 320 - -

2018年度末 2030年度
区分 水素消費量 単位 現状コスト

2018年度末

目標台数2030

目標コスト 単位 ～2020 ～2030
パリティ条件

トヨタが「MIRAI Concept」発表。航続
距離を従来型比で約30％延長を目標

トヨタとセブン‐イレブン・ジャパンの配送用小型ト
ラックの実証実験を推進中。ホンダといすゞ自動車
は大型トラックの技術研究を行い、商品化可否を検
討予定。

鹿追PJでは繁忙期の農業倉庫でFC フォークリフトを
使用し、データ取得を実施。既存の電動フォークリ
フトは燃料充填に時間を要するなどの課題があり、
FC フォークリフトが1 日1 回の補充で使用可能であ
れば、その解決策になり得るとしている。

 各設備の水素消費量や現状及び国の目標コスト・台数を下記に整理する。
 水素消費量と再エネの目安：北海道のFCV目標台数は9,000台（2030年）であり、これを家畜ふん尿バイオガス改質から得ると2,000頭クラスのプラント
が４基程度、メガソーラー（水電解）であれば約40MWに相当し、道内のポテンシャルを活用すれば、十分可能な量と考えられる。

 BCP対策の水素利用：自治体の防災拠点クラスであれば5kW 程度の燃料電池の設置により、災害時の施設72時間分の利用を想定し、370Nm3の水素貯蔵
を目安とする例がある（30本1セットカードル：1～2セット）。

 前述のように食品製造工場、乳業工場や製糖工場など北海道特有のエネルギー多消費施設における水素転換（または混焼）も有効と考えられる。

700W、3.5kW、100kWなど施設需要に合
わせた設定が必要であり、省エネや新エ
ネ導入と同様、各施設の需要特性の把握
が重要。川崎のホテル：100kWで電力，
給湯合わせて，需要の約30 %を賄う計画



■基礎調査結果概要

主な調査対象：総合資源エネルギー調査会基本政策分科会 再生可能エネルギー主力電源化制度改革委員会資料、北海道水素社会実現戦略ビジョン 等

調査により判明した事柄・課題など
水素輸送技術
 圧縮水素：現行の主流であるが、充填効率は比較的悪いため今後他の輸送手法へ移行が妥当。
 液化水素：圧縮水素よりも効率は良いが、オフガス対応が必要となり、高コスト構造を改善する必要。陸送のほか、海上輸送用としても有望。
 有機ハイドライド：需要地で脱水素化が必要となり高コスト構造の改善が必要。低毒性からトルエン-MCH（メチルシクロヘキサン）系が有望視。
 アンモニア：単位体積当たりの水素輸送量は最大。脱水素は技術的に可能だが、基本的に大規模利用（発電）までを考慮した輸送形態。道外輸送用。
 水素吸蔵合金：合金の組み合わせにより性能は変化するが、単位体積あたり貯蔵（輸送）水素量は最大で省スペースを図れる利点。
 パイプライン：敷設ルートの検討必要、コストは高いが安定供給可能。都市ガスグリッドに混入して利用する形態も海外（ドイツ）等では存在。

＜これまでの議論との関係＞：将来的な水素の有効利用の可能性の検討、ポテンシャルの最大化による貯蔵、道外移出等の検討についても今後必要となるのではないか。
（第四回・委員意見）

基礎調査概要 ３ ３導入拡大や事業拡大に向け必要となる技術開発について ３-１2030年とその先を見
据えた北海道における水素社会構築にむけた技術動向調査（道内輸送、道外輸送、エネルギー備蓄、寒冷
地利用など）、水素のビジネスモデル、物流（FCV・電化など）との関連性

エネルギー備蓄（貯蔵技術）
 水素は細かいため、厳密な貯蔵管理・漏洩検知が必要。
 高圧水素・アンモニア・有機ハイドライド：既存技術を流用可能。
 液化水素：専用のホルダーが必要で高コスト。

北海道（寒冷地）での利用
 特徴的な独自の産業（農業・漁業等）での需要の掘り起こしが必要。

分野 活用例

農業
・ハウス栽培、植物工場、選果：業務・産業用FC、FCフォークリフト
・圃場：FCトラクター、FCフォークリフト
・畜舎、搾乳機、バルククーラー：業務・産業用FC

漁業 ・養殖場：業務・産業用FC
・漁船：FC船

食品産業 ・食品加工場：業務・産業用FC

物流拠点 ・空港、港湾、市場：FCフォークリフト

モビリティ ・タクシー、バス：FCV、FCバス

観光 ・リゾート、宿泊、観光施設：業務・産業用FC

イベント ・会場連絡バス（オリンピック村等想定）：FCバス

公共施設等 ・役場庁舎、図書館、体育館、防災拠点：業務用FC
・病院施設：業務用FC

輸送技術 圧縮水素 液化水素 有機ハイドライド アンモニア 水素吸蔵合金 パイプライン

圧縮率 20MPaとして約1/200 約1/800 約1/500 ー ー ー

単位コスト 19.6円/Nm3 34.5円/Nm3 26.8円/Nm3 ー ー ー

メリット 現行用途に最も適する
効率が良く大規模輸送に向く
安全性が比較的高

キャリアは再利用可能
毒性低く、比較的安全
高圧ガス保安法の適用外

大量輸送・消費に向く
圧縮率が高く省スペース可能
高圧ガス保安法の適用外

エネルギーロス小さい
メタネーション利用の可能性

デメリット 輸送効率は良くない
ボイルオフガス対策
コスト高

脱水素は吸熱でエネルギー必要
コスト高い

劇物指定
水素利用の場合脱水素必要

面積あたり重量が最大 敷設コスト高い
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基礎調査概要 ３ ３導入拡大や事業拡大に向け必要となる技術開発について ３-１2030年とその先を見
据えた北海道における水素社会構築にむけた技術動向調査（道内輸送、道外輸送、エネルギー備蓄、寒冷
地利用など）、水素のビジネスモデル、物流（FCV・電化など）との関連性
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■基礎調査結果概要

主な調査対象：総合資源エネルギー調査会基本政策分科会 再生可能エネルギー主力電源化制度改革委員会資料

水素ビジネスモデル（実証段階事業のスキーム（絵姿）整理）

事業主体
トヨタ通商㈱、川崎重工業㈱、㈱NTTファシリティーズ、㈱フレイン・エナ

ジー、室蘭工業大学
鹿島建設㈱・エア・ウォーター㈱

事業名称
（場所）

風力由来電力の水素変換による安定化・貯蔵・利用（苫前町）
バイオガス由来水素製造・輸送
・利用（鹿追町・帯広市）

再エネ 陸上風力 バイオガス（家畜糞尿由来）

将来的な

絵姿

物流との関連性
 EVの延長線上にFCVが存在。ステーション整備に伴い、物流分野でのモビリティシフトが起こる。
 FCV：航続距離の長さではEVよりも有利、運転時に発生する熱を暖房用として活用することも可能



プレミアム固定型FIP
プレミアム固定型FIP

（上限or下限固定）
プレミアム変動型FIP

イメージ図

概要
電力卸市場価格に固定され
たプレミアムを付与

市場価格にプレミアムを上
乗せした価格に上限・下限
を設定するもの

電力卸売市場価格の上下に
応じて付与するプレミアム
が変動するもの

メリット
 電力需要の大きい時間
帯の再エネ供給インセ
ンティブが高まる。

 卸電力価格の変動によ
る事業の収益性への影
響をある程度軽減可能。

 卸電力価格の変動によ
る収益性への影響を軽
減可能。

デメリット

 卸電力価格の変動に再
エネ事業者の利益が大
きく左右される。

 上限価格、下限価格の
設定が難しい。

 市場価格が低下した際、
賦課金が増大する。

採用国

• スペイン • スペイン
• デンマーク

• イタリア
• ドイツ
• オランダ
• フランス
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■基礎調査結果概要

主な調査対象：総合資源エネルギー調査会基本政策分科会 再生可能エネルギー主力電源化制度改革委員会資料

国における論点整理
 再エネの主力電源化には再エネが他電源と同様に電力市
場に統合される電源となる必要。

 発電コストが着実に低減している、または発電コストが
低廉な電源（太陽光、風力）については、電力市場への
統合を図るべき。

 現状FIT制度の特徴である「投資インセンティブ」は引き
続き確保されるべきだが、「市場取引の免除」について
は、蓄電池・アグリゲーションビジネスの活性化や再エ
ネ予測精度の向上等を妨げるといった再エネ発電事業の
高度化及び電力システム全体の高度化を阻害する可能性。

 電力市場への統合を図る新制度として「FIP（Feed in 

premium）制度」の導入を今後検討していくことが妥当。

＜これまでの議論との関係＞：大規模卒FIT電源については、FIT期間終了後も事業継続による地域経済効果の活性化が見込まれるところ。従って、全国大も含めた事業環
境整備が必要な状況。今後詳細な検討がなされるFIT制度の抜本的改革の国の議論等を注視する必要があるのではないか。（第三回・委員意見）

基礎調査概要 ３ ４事業推進に必要となる施策について（法整備、緩和などの提言案、国への要望等）
４-１FIP制度の元での太陽光・風力事業者の参入推進に向けた課題抽出

上限

下限

諸外国の事例（ドイツ）
 FIT導入（2000年→2004年買取価格上昇）、脱原発の後押し
もあり、再エネ市場が一気に加速、事業としての安定性が
高まる一方で、国民負担（賦課金）が増大。

 2012年より選択的にFIPを導入し、以降対象を広げている。
 下限付きプレミアム固定型を導入しており、事業者視点で
は事業予見性がFIT並みに高く、卸売電力が高騰すると投資
インセンティブとして機能するが、上限が無いため国民負
担がFIT以上に大きくなるリスクがある。

再エネ事業者参入推進に向けた課題
 投資インセンティブ（事業予見性が立てやすい）等を確保
しつつ、発電事業者が自ら市場取引を行う環境の提供など
の制度設計が必要。→発電した電気の価値（kWh価値）や
環境価値（非化石価値）等の検討、インバランス発生の抑
制するインセンティブを持たせる等。

FIP制度（基準価格と市場価格準拠価格の差＝プレミアムとして上乗せして売電）の類型

欧州ではFIP移行時点で再エネ市場がある程度成熟していたことが日本
（道）の現状との相違点であり、市場統合において留意すべき点
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■基礎調査結果概要

主な調査対象：Web情報、鹿島建設株式会社・株式会社エアウォーターヒアリング調査 等

国内企業の参入事例（洋上風力発電）
 道内の風況が良い地域（石狩湾、桧山地区等）を中心に道内外企業が参入。

＜これまでの議論との関係＞：豊富なポテンシャルを有し安価に活用できる大規模再エネ電源について、港湾整備・地元企業への資材～建設工事～メンテナンスの発注
などにより、地元への経済波及効果が見込める洋上風力、さらにそれらの電源を活用した将来的な水素の有効利用の可能性について検討していくことが重要ではないか。
（第四回・委員意見）

基礎調査概要３ ４事業推進に必要となる施策について（法整備、緩和などの提言案、国への要望等）
４-２洋上風力事業や水素事業の国内及び道内企業の参入について

事業主体
グリーンパワーインベストメント

（GPI）＋北海道電力※1

グリーンパワー

インベストメント（GPI）

J-POWER

（電源開発株式会社）

コスモエネルギー

ホールディングス

事業場所 石狩（石狩湾沖合） 石狩（石狩湾新港）
桧山地区

（せたな町、八雲町、乙部町、江
差町、上ノ国町）

江差町
（上ノ国町、せたな町含む）

最大容量 30～50万kW 11.2万kW（8MW×14基） 不明 100万kW（125基規模）

風車方式 着床式 着床式 不明 浮体式・着床式の併用

現状 協定締結・協議開始
SPCの設立

事業企画段階（2020春着工）
海底地形調査（深浅測量）

環境影響評価
住民説明会

住民説明会の実施、
環境影響評価

稼働開始 不明 2022年 不明 未定

国内企業の参入事例（水素エネルギー）
 道北エリアでは風力P2G事業が、道東地区では小規模安定電源（小水力・バイオガス）を活用した水素実証が開始。

事業主体
①日立製作所・②北海道電力

③エネルギー総合工学研究所

①豊田通商・②NTTファシリティーズ

③川崎重工業、④フレインエナジー

①鹿島建設・②エア・ウォーター

③日鉄住金P&E、④日本ｴｱｰﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ

①東芝エネルギーシステムズ

②岩谷産業

事業名称
（場所）

風力・水素による協調制御を
用いた再エネ電源活用（稚内市）

風力由来電力の水素変換による安
定化・貯蔵・利用（苫前町）

バイオガス由来水素製造・輸送
・利用（鹿追町・帯広市）

小水力由来の水素製造・輸送・利
用（釧路市・白糠町）

プレーヤー
の役割

①：発電データ収集・解析モデリ
ング、システム成立性評価
②：システム運用による電力品質
への影響調査・検討
③：システム全体の経済性評価

①：事業性評価、利用方法検討
②：水素製造・貯蔵・利用システ
ムのコントロールロジック開発
③：出力変動安定化技術検討等
④：水素貯蔵技術の開発

①：バイオガス精製・利用検討
②：水素輸送・輸送検討・水素St.

③：水素製造・輸送検討・水素St.

④：水素製造全般、FCV実証等

①：水電解装置、FC（利用側）の
設置等
②：水素の貯蔵・運搬全般

再エネ 陸上風力 陸上風力 バイオガス（家畜糞尿由来） 小水力

水素輸送・貯蔵に関する道内企業も。
例）フレインエナジー・日本製鋼所

出所：北海道電力プレスリリース（2019.8.8）、

日経新聞（2019.8.8）

出所：石狩湾新港管理組合HPトピックス

（2019.10.4）
出所：J-POWERプレスリリース（2019.8.26） 出所：北海道新聞（2019.11.10）
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■基礎調査結果概要

主な調査対象：水素・燃料電池戦略ロードマップ、北海道水素戦略ビジョン、エア・ウォーター株式会社ヒアリング調査 等

基本的方針と水素社会構築に向けた現状の課題
 水素事業の推進には、需給のバランシングが必要→需要は足元でFCかつ、FCモビリティの需要を伸ばす方向（水素基本戦略）。
 北海道は広域分散の地域特性からモビリティ部門における需要拡大が期待される状況。航続距離ではEVよりも現時点では優れ、使用による排熱を車内
暖房に転換すると優位ともなる。

 今後水素ステーションを都市部に設置となると、防災対策が課題となり、社会受容性の確保が求められるため積極的な普及啓発を行う必要。
 水素ステーションには保安管理責任者（有資格者）の配置が必要であり、水素出荷設備を施設内に有するか有しないかで、設置義務のある有資格者が
異なる点についても考慮が必要。（第6条ステーション、第7条の3ステーションの議論）

国における規制緩和の動き
 FCV・水素ステーションの建設・普及のため関連の規制見直しについて議論中。規制緩和の流れの発端は、安倍総理施策方針演説（平成29年1月）。
 主な関連法案は、高圧ガス保安法（経済産業省）、消防法（総務省）、建築基準法・都市計画法（国土交通省）で、省庁横断的な規制緩和が検討中。
 建築基準法では用途地域で貯蔵できる水素量が制限されているが、規制緩和の方向で検討が進められている。

＜これまでの議論との関係＞：将来的な水素の有効利用の可能性の検討、ポテンシャルの最大化による貯蔵、道外移出等の検討についても今後必要となるのではないか。
（第四回・懇話会資料）

基礎調査概要３ ４事業推進に必要となる施策について（法整備、緩和などの提言案、国への要望等）
４-３北海道の水素ポテンシャルを最大限活用に向けた規制緩和などの必要性に関する整理

【国議論内容の要点整理】

事業者・顧客間で契約を結ぶ。


